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第２節　水環境の保全

１　水環境の現況

（１）概況

本県の公共用水域は、吉野川及び那賀川水系を中心に、勝浦川などの中小河川並びに瀬戸内海、紀伊水道及び

これらに接続する港湾等の海域からなり、恵まれた水環境を形成し、また、水道、水産、農業及び工業用水等に広

く利用されています。

これらの公共用水域の水質を保全するため、主要な18河川及び9海域について環境基準の類型指定を行ってお

り、平成23年度は公共用水域の水質測定計画に基づき、環境基準点を中心に河川77、海域31の計108地点について

調査を実施しました。

代表的な水質指標の生物化学的酸素要求量（BOD）又は化学的酸素要求量（COD）による類型指定水域の環境

基準達成状況は、河川の26水域において26水域（100％）、海域の11水域において11水域（100％）が達成となっ

ています。

生活環境項目（pH(水素イオン濃度)、DO(溶存酸素量)、BOD(生物化学的酸素要求量：河川)、SS(浮遊物質量：

河川)、COD(化学的酸素要求量：海域)、大腸菌群数、n-ヘキサン抽出物質(油分等：海域)）の個々の基準適合状

況は、河川の大腸菌群数及び海域のDOを除き比較的高い適合状況でした。また、全窒素及び全燐は、類型指定して

いる海域の4水域全てにおいて環境基準を達成していました。

健康項目のカドミウム、全シアン、鉛、六価クロム、ヒ素、総水銀、PCB、トリクロロエチレン、テトラクロロエチ

レン等の27項目については、1,504検体の測定を行った結果、全ての地点、全ての項目において環境基準を達成し

ていました。

図2-2-10　主な公共用水域及び環境基準点
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一方、小河川等の一部においては、周辺地域の都市化の進展に伴う未処理の生活排水及び未規制事業場等の排

水の影響による水質汚濁がみられており、今後とも、下水道整備等による総合的な水質汚濁防止対策の推進が必

要です。

海域における赤潮については、県下の沿岸地域において継続的に発生がみられていますが、その発生件数は平

成元年以降低い水準にあります。

県下の主な公共用水域のうち、水質汚濁に係る環境基準として、生活環境保全に関する基準の類型指定を行っ

ている水域及び環境基準点は図2-2-10のとおりです。

また、本県の地下水は貴重な水資源として広く活用されており、その汚染を防止することは重要であり、平成

元年度から地下水の水質の汚濁の防止を図ることを目的として、地下水の水質の監視測定を実施しています。平

成23年度は地下水の水質測定計画に基づき、県下の51井戸の地下水について、トリクロロエチレン、テトラクロ

ロエチレン等の地下水の環境基準項目についての水質調査を実施しました。

その結果、全ての地点及び項目について、環境基準を達成していました。

（２）公共用水域の水質の状況

水質汚濁防止法第16条の規定により作成した、平成23年度の公共用水域の水質の測定に関する計画に基づき、

国土交通省、県、徳島市、鳴門市、小松島市、阿南市及び北島町が、38河川と9海域で水質、6河川と2海域で底質をそ

れぞれ測定しました。（表2-2-25）

表2-2-25　測定点及び検体数

項　　目

河川数等 測　　定　　点 検　　体　　数

(　)内は

類型指定

水 域 数

環境基準

測 定 点

補　　助

測 定 点

生活環境

項　　目

健　　康

項 目 等

そ の 他

項　　目

水
　
質

河川
38

(26)
26 51 4,790 1,156 2,922

海域
9

(11)
25 6 2,650 348 1,278

計
47

(37)
51 57 7,440 1,504 4,200

底　　質 8 10 1 2 86 40

①　環境基準適合状況

水質汚濁に係る環境基準のうち、生活環境の保全に関する環境基準は、水域の利用目的、水質汚濁の状況等

により、河川及び海域の各類型を指定し、pH、DO、BOD（河川）、COD（海域）、SS（河川）、大腸菌群数、n-ヘキサ

ン抽出物質（油分等）（海域）、全窒素及び全燐（海域）、全亜鉛（河川）の各項目について、基準値が定め

られています。

平成23年度の環境基準点における各項目の基準適合状況は、河川における大腸菌群数及び海域におけるDO

を除いて高い適合率を示しています。（表2-2-26、表2-2-27）
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表2-2-26　環境基準適合状況
　　
（河　川）

※Ｅｎ：×10n

（海　域） 　*区域を区分

（海　域）

－ 63 －

測定項目 基　準　値 環境基準類型あてはめ

AA ４

ｐ　Ｈ 48 0 100 
Ｄ　Ｏ 48 0 100 
ＢＯＤ 48 0 100 
Ｓ　Ｓ 48 0 100 

大腸菌群数 48 41 15 

Ａ 12

ｐ　Ｈ 144 1 99 
Ｄ　Ｏ 144 6 96 
ＢＯＤ 144 1 99 
Ｓ　Ｓ 144 1 99 

大腸菌群数 144 78 46 

Ｂ ６

ｐ　Ｈ 73 2 97 
Ｄ　Ｏ 73 3 96 
ＢＯＤ 73 4 95 
Ｓ　Ｓ 73 0 100 

大腸菌群数 73 29 60 

Ｃ ４

ｐ　Ｈ 72 2 97 
Ｄ　Ｏ 72 7 90 
ＢＯＤ 72 4 94 
Ｓ　Ｓ 72 0 100 

計 26

ｐ　Ｈ 337 5 99 
Ｄ　Ｏ 337 16 95 
ＢＯＤ 337 9 97 
Ｓ　Ｓ 337 1 100 

大腸菌群数 265 148 44 

合　　　　　　計 1,613 179 89 

類
型

水域
数 測 定 値 ※

検 体
総 数

環境基準値を
超える検体数

適合率
 (％)

6.5～8.5 7.2～8.1
吉野川上流
勝浦川上流
那賀川上流
海部川上流

7.5mg/L以上 8.1～13

1mg/L以下 <0.5～0.9

25mg/L以下 <1～17
50MPN/100mL以下 4.0E0～7.9E3

6.5～8.5 6.8～8.7 吉野川下流　旧吉野川上流
勝浦川下流　那賀川下流
桑野川上流　福　井　川
椿　　　川　日 和 佐 川
牟　岐　川　海部川下流
母　　　川　宍　喰　川

7.5mg/L以上  6.4～14

2mg/L以下 <0.5～2.2

25mg/L以下 <1～27
1,000MPN/100mL以下 2.3E1～7.9E4

6.5～8.5 7.2～8.6

旧吉野川下流　撫養川
今切川下流　　桑野川下流
岡　　　川　　新町川下流

5mg/L以上 3.9～13

3mg/L以下 <0.5～4.7

25mg/L以下 <1～23
5,000MPN/100mL以下 2.0E0～3.3E5

6.5～8.5  6.6～9.5

今切川上流　新町川上流
神田瀬川　　打樋川

5mg/L以上 3.2～21

5mg/L以下 <0.5～10

50mg/L以下 <1～44

6.6～9.5

3.2～21

<0.5～10

<1～44

2.0E0～3.3E5

測定項目 基　準　値 測 定 値 環境基準類型あてはめ

Ａ ６

ｐ　Ｈ 392 6 98 
Ｄ　Ｏ 392 172 56 
ＣＯＤ 392 12 97 

検出されないこと。 ND 76 0 100 
大腸菌群数 92 10 89 

Ｂ ３

ｐ　Ｈ 120 17 86 
Ｄ　Ｏ 120 1 99 
ＣＯＤ 120 3 98 

検出されないこと。 ND 18 0 100 

Ｃ ２

ｐ　Ｈ 96 2 98 
Ｄ　Ｏ 96 0 100 
ＣＯＤ 96 1 99 

計 11

ｐ　Ｈ 608 25 96 
Ｄ　Ｏ 608 173 72 
ＣＯＤ 608 16 97 

ND 94 0 100 
大腸菌群数 92 10 89 

合　　　　　　計 2,010 224 89 

類
型

水域
数

検 体
総 数

環境基準値を
超える検体数

適合率
 (％)

7.8～8.3 7.6～8.3
那賀川河口　　椿泊湾
県南沿岸海域
県北沿岸海域
紀伊水道海域
橘　　　　港

7.5mg/L以上 5.9～12

2mg/L以下 <0.5～2.8
n-ﾍｷｻﾝ抽出物質

1000MPN/100mL以下 0.0E0～7.9E3

7.8～8.3 7.3～8.7
小松島港
勝浦川河口
紀伊水道海域

5mg/L以上 3.5～11

3mg/L以下 0.7～4.3
n-ﾍｷｻﾝ抽出物質

7.0～8.3 7.5～8.6
富岡港
小松島港2mg/L以上 6～11

8mg/L以下 1.2～8.8

7.3～8.7

3.5～12

<0.5～8.8
n-ﾍｷｻﾝ抽出物質

0.0E0～7.9E3

測定項目 基　準　値 測 定 値 環境基準類型あてはめ

Ⅱ ３
全窒素 96 3 97 
全燐 96 13 86 

Ⅲ １
全窒素 12 1 92 

小松島港
全燐 12 1 92 

合　　　　　　計 216 18 92 

類
型

水域
数

検 体
総 数

環境基準値を
超える検体数

適合率
 (％)

0.3mg/L以下 0.09～0.37 県北沿岸海域　　橘　港
紀伊水道海域0.03mg/L以下 0.012～0.045

0.6mg/L以下 0.14～0.71

0.05mg/L以下 0.021～0.072



表2-2-27　適合状況の推移 （平成19年度～平成23年度）

区
　
分

水
域
数

年度

測定項目

適　　合　　率(％)

H19 20 21 22 23

 

河
　
　
川

26

pH 94 99 98 98 99
DO 94 94 94 96 95
BOD 97 97 96 98 97
SS 100 100 100 100 100
大腸菌群数 27 76 49 50 44

計 85 94 89 90 89

 

海
　
　
域

11

pH 99 95 98 96 96
DO 64 66 63 70 72
COD 98 98 98 98 97
n-ﾍｷｻﾝ抽出物質 100 100 100 100 100
大腸菌群数 95 91 97 96 89

計 88 87 87 89 89

②　環境基準達成状況

(ア)河川におけるＢＯＤ

河川における代表的な有機汚濁の指標で

あるBODについての環境基準は、平成23年度

は26水域中26水域で達成され達成率は、

100％となっております。（表2-2-28）

(イ)海域におけるＣＯＤ

海域における代表的な有機汚濁の指標で

あるCODについての環境基準は、11水域中11

水域で達成され達成率は、100％となってお

ります。（表2-2-28）

表2-2-28　達成状況の推移 （平成19年度～平成23年度）

年度
区分 H19 20 21 22 23

河
　
川

あてはめ水域数 26 26 26 26 26

達成水域数 26 26 26 26 26

達成率（％） 100 100 100 100 100

達成できなかった水域名 － － － － －

海
　
域

あてはめ水域数 11 11 11 11 11

達成水域数 11 11 10 11 11

達成率（％） 100 100 91 100 100

達成できなかった水域名 － － 那賀川河口 － －

③　生活環境項目

(ア)河川

ａ　吉野川水系

吉野川は四国三郎として知られる県内最大の一級河川であり、幹線流路延長194km、流域面積3,750km2で数

多くの支川と合流しながら流下し、下流部で旧吉野川、今切川、新町川等の派川を有しています。その流域は

四国4県にまたがり、徳島市をはじめ12市14町2村、人口約64万人を有し、河口地域においては人口及び企業

の集中がみられ、利水面では、上水道、工業用水、かんがい用水等として広く利用されています。

吉野川水系においては、県内で5河川、9水域に環境基準の類型あてはめを行っています（図2-2-11）。新

町川は、昭和40年代前半には新町橋でBODが30mg/Lを超える汚濁がみられましたが、法令等による排水規制、

下水道事業の推進、市民の清掃活動等により、現在は3mg/L未満にまで水質が改善されました。

平成23年度の環境基準点（図2-2-11）における測定結果は、表2-2-29のとおりであり、全ての水域におい

て、BODに係る環境基準は達成されています。

また、BOD年平均値の経年変化は、図2-2-12のとおりです。
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図2-2-11　吉野川水系環境基準点

表2-2-29　吉野川水系の測定結果 （平成23年度）

水　域　名
(河川名等)

地　点　名
類
型

pH DO BOD SS 大腸菌群数

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均

吉 野 川(上流) 大 川 橋 AA 7.4～7.8 11 0.6 0.7 1 1.1E+3

吉 野 川(下流) 高 瀬 橋 A 7.3～7.7 9.6 0.6 <0.5 2 2.9E+3

旧吉野川(上流) 市 場 橋 A 7.2～7.6 9.0 0.7 0.8 8 2.6E+4

旧吉野川(下流) 大 津 橋 B 7.3～8.0 8.7 0.7 0.8 5 6.3E+3

撫　　養　　川 大 里 橋 B 7.8～8.3 8.2 0.9 1.0 3 6.3E+3

今 切 川(上流) 鯛浜堰上流側 C 6.6～8.1 9.1 1.1 1.3 5 2.8E+4

今 切 川(下流) 加賀 須野 橋 B 7.4～8.1 8.7 0.8 0.9 4 3.8E+4

新 町 川(上流) 新 町 橋 C 7.3～8.1 5.9 1.9 2.3 3 9.2E+4

新 町 川(下流) 旧 漁 連 前 B 7.7～8.6 7.8 2.0 1.9 2 9.8E+03

（注）平均:日間平均値の年平均値  75％値:日間平均値の年間75％値　En:×10n

測定値の単位:pHは水素ｲｵﾝ濃度指数､大腸菌群数はMPN/100mL ､それ以外はmg/L
以下河川の表において同じ
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図2-2-12　BOD平均値の経年変化（吉野川水系）
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(吉野川)
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ｂ　勝浦川及び神田瀬川

勝浦川は、幹線流路延長49.6km、流域面積224km2と本県の2級河川の中で最も大きな河川です。流域人口は

約2万人で、工場等の汚濁源は少なく、農業用水、上水道等の利水が広く行われています。平成23年度の環境

基準点（図2-2-13）における測定結果は、表2-2-30のとおりで、BOD75％値は、上流の福原大橋<0.5mg/L、下

流の飯谷橋0.8mg/Lであり、良好な水質を保っています。また、BOD年間平均値の経年変化は図2-2-14のとお

りです。

神田瀬川は、小松島市の市街地を流れる自流の少ない感潮河川であり、生活排水の負荷が大きい河川です。

神代橋のBOD75％値は2.5mg/Lであり、環境基準は達成されています。

図2-2-13　勝浦川及び神田瀬川環境基準点

表2-2-30　勝浦川及び神田瀬川の測定結果 （平成23年度）

水　域　名
(河川名等) 地　点　名

類
型

pH DO BOD SS 大腸菌群数

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均

勝 浦 川(上流) 福 原 大 橋 AA 7.7～8.1 10 <0.5 <0.5 1 1.2E+3

勝 浦 川(下流) 飯 谷 橋 A 7.3～8.2 10 0.7 0.8 1 5.4E+3

神　田　瀬　川 神 代 橋 C 7.2～7.7 6.9 2.0 2.5 4 4.1E+4

図2-2-14 BOD年平均値の経年変化（勝浦川及び神田瀬川）
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(勝浦川、神田瀬川)
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ｃ　那賀川水系等

那賀川はその源を剣山近辺に発し、県下有数の多雨地帯を流れ、桑野川、岡川等の支派川を有し、紀伊水道

に流入する幹線流路延長125km、流域面積874km2、流域人口約6万人を有する県下第2の一級河川です。上流域

では豊富な水量を水力発電に利用し、下流域では農業用水及び上水道に幅広く利用されています。

また、打樋川及び福井川は橘港へ、椿川は椿泊湾へそれぞれ流入しています。

平成23年度の環境基準点（図2-2-15）における測定結果は、表2-2-31のとおりであり、環境基準は達成さ

れています。また、BOD年平均値の経年変化は、図2-2-16のとおりです。

図2-2-15　那賀川水系等環境基準点

表2-2-31　那賀川水系等の測定結果                                                   （平成23年度）

水　域　名
(河川名等) 地　点　名

類
型

pH DO BOD SS 大腸菌群数

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均

那 賀 川(上流) 蔭 谷 橋 AA 7.5～7.9 10 0.6 <0.5 3 3.9E+2

那 賀 川(下流) 那 賀 川 橋 A 6.9～8.0 10 0.6 0.6 4 9.6E+2

桑 野 川(上流) 桑 野 谷 橋 A 7.6～8.7 10 0.9 1.2 1 5.2E+3

桑 野 川(下流) 富 岡 新 橋 B 7.2～8.2 9.6 1.2 1.4 8 1.1E+4

岡　　　　　川 文 化 橋 B 7.3～8.0 8.6 2.1 2.3 7 3.2E+4

打　　樋　　川 天 神 橋 C 7.0～9.5 9.3 3.9 4.0 17 1.7E+4

福　　井　　川 大 西 橋 A 7.0～7.4 8.9 0.7 0.8 3 1.2E+4

椿　　　　　川 加 茂 前 橋 A 7.3～8.0 10 0.7 0.7 1 6.3E+3
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図2-2-16　BOD平均値の経年変化（那賀川水系等）
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ｄ　県南沿岸海域に流入する河川

当海域に流入する主要な河川は、日和佐川、牟岐川、海部川及び宍喰川であり、中でも海部川は県下の2級

河川のうち勝浦川に次いで大きな河川で、幹線流路延長は36.3kmです。これらの河川の流域には、人口の集

中及び工場等は少なく大きな汚濁源はありません。

平成23年度の環境基準点（図2-2-17）における測定結果は、表2-2-32のとおりであり、すべての水域にお

いてBODに係る環境基準は達成されています。

また、BOD年平均値の経年変化は、図2-2-18のとおりであり、例年とほぼ同程度になっています。

図2-2-17　県南沿岸海域に流入する河川環境基準点

表2-2-32　県南沿岸海域に流入する河川の測定結果                                           （平成23年度）

水　域　名
(河川名等) 地　点　名

類
型

pH DO BOD SS 大腸菌群数

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均

日　和　佐　川 永 田 橋 A 6.9～7.3 9.7 0.5 <0.5 <1 9.5E+2

牟　　岐　　川 牟 岐 橋 A 6.8～7.3 9.0 0.5 <0.5 <1 1.8E+3

海 部 川(上流) 吉 野 橋 AA 7.2～7.9 9.7 <0.5 <0.5 1 4.2E+2

海 部 川(下流) 新海 部川 橋 A 7.3～7.7 9.5 <0.5 <0.5 1 5.0E+2

母　　　　　川 母 川 橋 A 7.1～7.5 9.8 0.5 <0.5 2 5.4E+3

宍　　喰　　川 中 角 橋 A 6.9～7.3 9.6 0.5 <0.5 1 3.1E+3
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図2-2-18　BOD平均値の経年変化（県南沿岸海域に流入する河川）

(イ)海域

ａ　県北沿岸海域

本海域は、播磨灘南部、ウチノ海及び鳴門海峡からなる海域であり、その大部分は瀬戸内海国立公園区域

に指定され、また水産資源の豊富な海域です。本海域に流入する汚濁源としては、無機化学工業、水産食料品

加工業等の事業場がありますが、その汚濁負荷量は比較的少ない状況です。

平成23年度の環境基準点（図2-2-19）における測定結果は、表2-2-33のとおりです。4基準点（類型A）に

おけるCOD75％値は、1.2～1.8mg/Lで、CODに係る環境基準は達成されています。

COD年平均値の経年変化は、図2-2-20のとおりであり、例年とほぼ同程度となっています。

また、全窒素及び全燐の3基準点における平均値は0.19～0.22mg/L及び0.024～0.027mg/Lであり、全窒素

及び全燐に係る環境基準は達成されています。
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図2-2-19　県北沿岸海域環境基準点

表2-2-33　県北沿岸海域の測定結果 （平成23年度）

水域名
(河川名等)

地点名
類
型

pH DO COD
n-ヘキサン
抽出物質

大腸菌
群数 類

型
全窒素 全燐

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均 平　均 平　均

県北沿岸海域 St－1 A 8.0～8.2 8.0 1.6 1.8 ND 1.0E+0 II 0.22 0.027

〃 St－2 〃 8.1～8.3 7.9 1.4 1.4 ND 1.0E+0 〃 0.19 0.024

〃 St－3 〃 8.0～8.2 7.7 1.4 1.5 ND 2.0E+0 〃 － －

〃 St－4 〃 8.0～8.2 7.5 1.1 1.2 ND 1.0E+0 〃 0.19 0.024

（注）平均:日間平均値の年平均値　75％値:日間平均値の年間75％値　ND:不検出　En:×10n

測定値の単位:pHは水素ｲｵﾝ濃度指数､大腸菌群数はMPN/100mL ､それ以外はmg/L　
　　　　　　　　　　　　　　

図2-2-20　COD年平均値の経年変化（県北沿岸海域）

ｂ　紀伊水道海域

本海域は、瀬戸内海と外海の太平洋を結ぶことから、船舶の往

来が多く、また、県の人口及び企業が集中し、河川からの汚濁負

荷がある県東部地区の沿岸海域です。

平成23年度の環境基準点（図2-2-21）における測定結果は、

表2-2-34のとおりです。類型Ａ水域の3基準点におけるCOD75％

値は1.2～1.4mg/Lであり、類型Ｂ水域のSt-9では2.2mg/Lで両水

域ともCODに係る環境基準は維持達成されています。また、全窒

素及び全燐の3基準点における平均値は、0.18～0.21mg/L及び

0.021～0.025mg/Lであり、全窒素及び全燐に係る環境基準は達

成されています。

COD年平均値の経年変化は、図2-2-22のとおりです。
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図2-2-21　紀伊水道海域環境基準点
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表2-2-34　紀伊水道海域の測定結果 （平成23年度）

水域名
(河川名等)

地点名
類
型 

pH DO COD
n-ヘキサン
抽出物質

大腸菌
群数 類

型
全窒素 全燐

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均 平　均 平　均

紀伊水道海域 St－1 A 8.0～8.2 7.6 1.1 1.2 ND 3.0E+0 II 0.18 0.023

〃 St－2 〃 8.1～8.3 7.9 1.3 1.3 ND 1.1E+1 〃 0.21 0.025

〃 St－3 〃 8.0～8.2 7.8 1.3 1.4 ND 2.0E+1 〃 0.21 0.021

〃 St－9 B 7.8～8.3 7.9 1.9 2.2 ND － － 0.48 0.057

図2-2-22　COD年平均値の経年変化（紀伊水道海域）

ｃ　県南沿岸海域

本海域は、太平洋に面した外洋

性の海域であり、当該地域は人口

及び工場が少なく、流入する河川

の水質も良好であり、また、天然の

好漁場を有する水域です。

平成23年度の環境基準点（図2-

2-23）における測定結果は、表2-

2-35のとおりであり3基準点（類

型Ａ）におけるCOD75％値は0.9～

1.1mg/Lであり、CODに係る環境基

準は達成されています。

COD年平均値の経年変化は、図2-

2-24のとおりであり、例年とほぼ

同程度となっています。
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図2-2-23　県南沿岸海域環境基準点
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表2-2-35　県南沿岸海域の測定結果 （平成23年度）

水域名
(河川名等) 地点名

類
型

pH DO COD
n-ヘキサン
抽出物質 大腸菌群数

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均

県南沿岸海域 St－1 A 8.1～8.2 7.4 1.0 1.1 ND 2.0E+0

〃 St－2 〃 8.1～8.3 7.2 0.8 1.0 ND 1.0E+0

〃 St－3 〃 8.1～8.3 7.3 0.9 0.9 ND 3.0E+0

図2-2-24　COD年平均値の経年変化（県南沿岸海域）

ｄ　港湾等の海域

港湾及び河川の河口部においては、小松島港、富岡港、橘港、椿泊湾、勝浦川河口及び那賀川河口に海域の

類型指定を行っています。（図2-2-25）

小松島港は、重要港湾として海上交通

の拠点となっており、船舶の航行が多く、

また、生活系、産業系の汚濁負荷がありま

す。富岡港は、那賀川の派川の河口部に位

置し、岡川及び桑野川の流域にあり、生活

排水及び製紙工場等の排水の流入汚濁負

荷があります。また、橘港は重要港湾であ

り、沿岸に発電所や化学工場が立地して

おります。

椿泊湾は、椿川が流入する天然の良港

であり、勝浦川河口及び那賀川河口は海

水の影響を受ける感潮域です。

平成23年度の測定結果は、表2-2-36の

とおりであり、CODに係る環境基準は全て

の水域で達成されています。

COD年平均値の経年変化は、図2-2-26の

とおりです。

また、全窒素及び全燐の各基準点の平

均値は、勝浦川河口が0.47mg/L及び

0.027mg/L、小松島港が0.32mg/L及び

0.034mg/L、那賀川河口が0.30mg/L及び

0.019mg/L、橘港が0.18～0.19mg/L及び

0.021～0.022mg/Lであり、全窒素及び全

燐に係る環境基準は達成されています。
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表2-2-36　港湾等の海域の測定結果 （平成23年度）

水域名
(河川名等)

地点名 類
型

pH DO COD n-ヘキサン
抽出物質

大腸菌
群数 類

型 

全窒素 全燐

最小～最大 平　均 平　均 75％値 平　均 平　均 平　均 平　均

勝浦川河口 勝 浦 浜 橋 B 7.3～8.7 8.2 1.5 1.5 ND － － 0.47 0.027

小 松 島 港 St－1 B 8.0～8.6 8.5 2.1 2.3 ND － III － －

〃 St－2 〃 8.0～8.6 8.5 2.0 2.3 ND － 〃 － －

〃 St－3 〃 8.0～8.5 8.3 1.8 2.0 ND － 〃 0.32 0.034

〃 St－4 C 8.0～8.6 8.5 2.2 2.3 － － 〃 － －

那賀川河口 那賀川鉄橋 A 7.6～8.2 9.2 1.6 1.7 ND 8.7E+2 － 0.30 0.019

富 岡 港 St－1 C 7.6～8.2 7.8 3.6 4.8 － － II － －

〃 St－2 〃 7.5～8.2 7.8 3.5 3.9 － － 〃 － －

〃 St－3 〃 7.6～8.2 7.8 3.5 4.2 － － 〃 － －

椿 泊 湾 St－1 A 8.0～8.2 7.6 1.4 1.5 ND 1.1E+1 〃 － －

〃 St－2 〃 8.0～8.2 7.7 1.3 1.4 ND 7.0E+0 〃 － －

橘 港 St－1 A 8.1～8.2 7.8 1.4 1.5 ND 1.1E+1 〃 0.18 0.021

〃 St－2 〃 8.0～8.2 7.5 1.3 1.4 ND 1.3E+1 〃 0.19 0.022

〃 St－3 〃 8.0～8.2 7.6 1.4 1.4 ND 4.0E+0 〃 － －

図2-2-26　COD平均値の経年変化（港湾等）
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④　健康項目

水質汚濁に係る環境基準のうち、人の健康の保護に関する環境基準は、27項目（カドミウム、全シアン、鉛、

六価クロム、ヒ素、総水銀、アルキル水銀、PCB、ジクロロメタン等）が定められております。

平成23年度においては、環境基準点を中心に、河川35地点、海域15地点の1,504検体の測定を行った結果、全

ての地点、全ての項目において環境基準を達成していました。（表2-2-37、表2-2-38）

表2-2-37　健康項目測定結果表 （平成23年度総括表）

表2-2-38　健康項目測定地点数

[河川]　　　　( )内は類型指定水域数

水域名 吉野川 
水　系

勝浦川
水　系

小松島港
流入河川

那賀川
水　系

橘港
流入河川

椿泊湾
流入河川

県南沿岸
流入河川

河川計

測定地点数 17(9) 2(2) 1(1) 6(5) 2(2) 1(1) 6(6) 35(26)

[海域]　　　　( )内は類型指定水域数

水域名 県北沿岸
海　　域

紀伊水
道海域

県南沿岸
海　　域

勝浦川
河　口

小松島港 那賀川
河　口

富岡港 橘港 椿泊湾 海域計

測定地点数 1(1) 2(2) 1(1) 1(1) 2(2) 2(1) 1(1) 4(1) 1(1) 15(11)

（３）底質の状況

県内の主要な河川及び海域において実施した底質の測定結果は、表2-2-39のとおりであり、総水銀及びPCBに

ついては、現在定められている暫定除去基準を超える値は測定されず、全般的に有害物質による汚染はみられま

せんでした。

－ 77 －

測　定　項　目 環境基準値 最大値 総検体数

カドミウム 0.01 <0.001 58 0 

全シアン  検出されないこと。 不検出 58 0 

鉛 0.01 <0.005 66 0 

六価クロム 0.05 <0.04 70 0 

ヒ素 0.01 <0.005 56 0 

総水銀 0.0005 <0.0005 64 0 

アルキル水銀  検出されないこと。 不検出 12 0 

ＰＣＢ  検出されないこと。 不検出 50 0 

ジクロロメタン 0.02 <0.002 53 0 

四塩化炭素 0.002 <0.0002 53 0 

0.004 <0.0004 53 0 

0.1 <0.01 53 0 

0.04 <0.004 53 0 

1 <0.0005 57 0 

0.006 <0.0006 53 0 

トリクロロエチレン 0.03 <0.002 57 0 

テトラクロロエチレン 0.01 <0.0005 57 0 

0.002 0.0011 53 0 

チウラム 0.006 <0.0006 51 0 

シマジン 0.003 <0.0003 51 0 

チオベンカルブ 0.02 <0.002 51 0 

ベンゼン 0.01 <0.001 53 0 

セレン 0.01 <0.002 51 0 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 10 1.1 170 0 

ふっ素 0.8 0.20 25 0 

ほう素 1 1.5 25 1 

0.05 <0.005 51 0 

計 1,504 1 

基準値を超える
検体数

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

1,2-ジクロロエタン mg/L 以下

1,1-ジクロロエチレン mg/L 以下

シス-1,2-ジクロロエチレン mg/L 以下

1,1,1-トリクロロエタン mg/L 以下

1,1,2-トリクロロエタン mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

1,3-ジクロロプロペン mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

mg/L 以下

1,4-ジオキサン mg/L 以下



表2-2-39　平成23年度公共用水域底質測定結果

（４）赤潮の発生状況

本県沿岸における平成23年度の赤潮の発生件数は2件、発生海域別では紀伊水道海域で2件でした。

漁業被害として、1月中旬から2月中旬にかけて発生した珪藻赤潮により、養殖ワカメやノリに色落ち被害が発

生しました。

　表2-2-40　平成23年の赤潮発生状況

発生期間 日数 発生海域 赤潮構成種名 漁業被害
最高細胞数

（cells/mL）

6/6～6/12 7 徳島市～小松島市沿岸 スケレトネマ 無 32600

1/18～2/15 29 松茂町～阿南市中林町沿岸 ユーカンピア 有 953

表2-2-41　赤潮の発生件数及び被害件数の推移

年　次 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

発生件数 5 3 14 3 7 3 10 5 4 2 2

被害件数 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 1

－ 78 －

カドミ
ウム

全シアン 鉛
クロム
(６価)

ヒ素 総水銀
アルキル
水銀

ＰＣＢ
総

クロム
銅 マンガン

ＣＯＤ
乾　泥

強熱
減量

含水量

(µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (µg/g) (mg/g) (％) (％)

吉 野 川 高 瀬 橋 002-01 6月7日 <0.05 <0.5 5.2 <1 0.7 0.01 <0.01 <0.01 37 19 <1 16

市 場 橋 003-01 6月7日 <0.05 <0.5 4.0 <1 0.5 0.01 <0.01 <0.01 26 13 <1 11

大 津 橋 004-01 6月7日 <0.05 <0.5 8.8 <1 1.3 0.03 <0.01 <0.01 72 35 2 24

鯛浜堰上流側 005-01 6月7日 <0.05 <0.5 48 <1 3.6 0.28 <0.01 0.02 95 140 27 66

加賀須野橋 006-01 6月7日 <0.05 <0.5 13 <1 1.0 0.09 <0.01 <0.01 67 52 1 23

新 町 川 新 町 橋 008-01 9月14日 1.1 49 <2 8.2 0.95 <0.01 0.03 53 11 51

那 賀 川 那賀川橋 012-01 6月5日 <0.05 <0.5 5.6 <1 0.6 0.06 <0.01 <0.01 57 17 1 11

勝浦川河口 勝浦浜橋 605-01 9月14日 <0.05 7.0 <2 2.9 0.09 <0.01 <0.01 1.1 1.6 19

那賀川河口 那賀川鉄橋 604-01 6月5日 <0.05 <0.5 5.2 <1 <0.5 0.06 <0.01 <0.01 41 13 1 5

富岡新橋 014-01 6月5日 <0.05 <0.5 5.6 <1 0.8 0.16 <0.01 <0.01 41 10 2 18

領家 014-52 6月5日 <0.05 <0.5 8.5 <1 1.0 0.16 <0.01 <0.01 77 17 2 20
桑野川

測定日

旧吉野川

河  　川
海 域 名

地 点 名
地点
統一
番号

今 切 川
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（５）地下水の水質の状況

水質汚濁防止法第16条の規定により作成した平成23年度の地下水の水質の測定に関する計画に基づき、国土

交通省、県、徳島市、美馬市及び北島町が22市町村、51地点で測定しました。（表2-2-42、表2-2-43）

表2-2-42　市町村数、測定地点数及び検体数

区　　　分 市町村数 地　点　数
検　　体　　数

環境基準項目 その他項目

概況 調査 （ 定点 方式 ）  7 21 411  35

概況調査（ﾛｰﾘﾝｸﾞ方式） 21 23 454 130

継 続 監 視 調 査  4  7  20   0

計 32(22) 51 885 165

（注）（ ）内は重複を除いた市町村数

表2-2-43　測定井戸の諸元

区　　　分
井　戸　の　用　途 井　戸　の　深　度

水道水源 一般飲用 生 活 用 工 業 用 その他
不明

浅 井 戸 深 井 戸 不　明

概況調査（定点方式） 0 4 9 5 3 5 13 3

概況調査（ﾛｰﾘﾝｸﾞ方式） 0 5 11 1 6 11 6 6

継 続 監 視 調 査 0 0 2 0 5 4 3 0

計 0 9 22 6 14 20 22 9

①　調査の概要

（ア）概況調査（定点方式）

利水に重要な地域等において重点的に汚染の発見又は濃度の推移等を把握することを目的とし、年次的に

実施しております。

平成23年度においては、7市町、21地点で実施しました。

（イ）概況調査（ローリング方式）

新たな地下水汚染を発見することを目的とし、県下全域を対象として、2kmメッシュに分割し、測定地点が偏

在しないように測定地点を設定し実施しております。

平成23年度においては、21市町村、23地点で実施しました。

（ウ）継続監視調査

汚染地域における、汚染の動向と浄化対策による改善効果の確認などを目的とし、4市町7地点において実施

しました。

②　環境基準の適合状況

地下水は、身近にある貴重な水資源として広く活用されており、汚染の未然防止を図ることが重要であるた

め、トリクロロエチレン、カドミウム等28項目について地下水環境基準が定められています。

平成23年度の概況調査（定点方式及びローリング方式）、継続監視調査における環境基準の適合状況は表

2-2-44のとおりであり、すべての地点及び項目について、環境基準を達成していました。平成23年度における

地下水の調査地点は図2-2-27のとおりです。

－ 79 －



表2-2-44　環境基準の適合状況
（環境基準項目・平成23年度）

－ 80 －

調  査

地点数

適合の

地点数

超えた

地点数

調  査

地点数

適合の

地点数

超えた

地点数

調  査

地点数

適合の

地点数

超えた

地点数

カドミウム 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.01 mg/L以下

全シアン 12 12 0 16 16 0 0 0 0 検出されないこと。

鉛 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.01 mg/L以下

六価クロム 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.05 mg/L以下

砒素 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.01 mg/L以下

総水銀 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.0005 mg/L以下

アルキル水銀 0 0 0 8 8 0 0 0 0 検出されないこと。

Ｐ　　Ｃ　　Ｂ 4 4 0 0 0 0 0 0 0 検出されないこと。

ジクロロメタン 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.02 mg/L以下

四塩化炭素 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.002 mg/L以下

塩化ビニルモノマー 17 17 0 16 16 0 0 0 0  0.002 mg/L以下

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.004 mg/L以下

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.1 mg/L以下

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 17 17 0 16 16 0 0 0 0  0.04 mg/L以下

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 19 19 0 16 16 0 0 0 0  1 mg/L以下

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.006 mg/L以下

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 21 21 0 16 16 0 3 3 0  0.03 mg/L以下

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 21 21 0 16 16 0 3 3 0  0.01 mg/L以下

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.002 mg/L以下

チウラム 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.006 mg/L以下

シマジン 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.003 mg/L以下

チオベンカルブ 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.02 mg/L以下

ベンゼン 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.01 mg/L以下

セレン 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.01 mg/L以下
硝酸性窒素及び
亜硝酸性窒素

14 14 0 23 23 0 4 4 0  10 mg/L以下

ふっ素 12 12 0 16 16 0 0 0 0  0.8 mg/L以下

ほう素 12 12 0 16 16 0 0 0 0  1 mg/L以下

1,4-ジオキサン 14 14 0 16 16 0 0 0 0  0.05 mg/L以下

  合        計 21 21 0 23 23 0 7 7 0

環 境 基 準測 定 項 目
概況調査（定点） 概況調査（ﾛｰﾘﾝｸﾞ） 継続監視調査
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図2-2-27　平成23年度地下水水質測定地点図

（６）上水道の整備状況

①　水道の現状

　　22年度末における本県の水道普及状況は、総人口781,730人に対し、給水人口749,269人で普及率95.8％に達 

　しています。しかし、平坦部の普及率が高いのにくらべ、地理的条件の悪い山間へき地の多くは未普及で残

　されています。今後の未普及地域での水道普及には多額の事業費を要することとなり、特にイニシャルコスト 

（当初費用）のみならず、ランニングコストも考えなければならないだけに、建設費の高騰が大幅な料金アップ 

　への大きな原因となることが懸念される状況です。

平成22年度末現在、水道施設は、上水道19、簡易水道121、専用水道51、計191施設となっています。

なお、各水道施設名は、次のように定義しています。

●上水道：計画給水人口が5,000人を超える水道

●簡易水道：計画給水人口が101人～5,000人までの水道

●専用水道：上水道、簡易水道以外の水道で、給水人口が101人以上又は一日最大給水量が20m3以上の施設

（病院、寄宿舎、団地、レジャー施設等の水道）

●飲料水供給施設：50人以上100人以下の給水人口に対して、飲用に供する水を供給する施設

水道の年次別普及状況は、昭和50年以降伸びが鈍化しており、最近では横ばい状況です。（図2-2-28）

また、市町村別普及状況は平坦部の市町村は普及率が高く、山間部の町村は非常に低い普及率となっていま

す。（図2-2-29）

－ 81 －



図2-2-28　給水人口及び普及率推移曲線

－ 82 －
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図2-2-29　市町村別水道普及率

県平均　95.8%

－ 83 －



②　水道施設における給水量の状況

本県の水道施設（上水道、簡易水道、専用水道）における平成22年度の年間給水量は、115,505千m3であり、そ

の内上水道で91.2％の105,355千m3を占め、簡易水道で7.2％の8,329千m3、専用水道1.6％の1,821千m3となって

います。

また、各施設における給水量の水源別の内訳は、（図2-2-30）のとおりとなっており、大部分を地下水と河

川からの表流水に依存していることがわかります。

図2-2-30　水道施設における水源別年間水量内訳

（注）1. 早明浦ダムとは、早明浦ダム建設事業に参画することにより、

　許可を受けた河川水。

2. 既得水利とは、ダム開発による許可を受けていない河川水。

3. その他とは、河川法が適用されない渓流水等をいう。

２ 水環境保全対策

（１）概要

公共用水域の水質汚濁の防止については、環境基本法第16条に基づき本県の主要な河川や海域の水質汚濁に

係る環境基準の水域類型指定を行い水質の目標値を定めています。工場・事業場に対し水質汚濁防止法、瀬戸内

海環境保全特別措置法に基づき、「化学的酸素要求量、窒素含有量及びりん含有量に係る総量削減計画」を策定し、

水質総量規制を実施するとともに、富栄養化対策として「窒素及びその化合物並びに燐及びその化合物に係る削

減指導方針」を定めています。

平成23年度においては、公共用水域及び発生源に対して監視・調査を実施するとともに、「第6次総量削減計

画」等に基づき、生活・産業・その他を対象とした化学的酸素要求量の汚濁負荷量削減及び窒素・燐削減対策を

推進し、水質汚濁の防止を図りました。また、平成24年2月には、平成26年度を目標年度とする「第7次総量削減計

画」を告示しました。

（２）水質汚濁に係る環境基準の類型指定の状況

水質汚濁に係る環境基準は、水質保全行政の目標として、環境基本法に基づき、人の健康を保護し生活環境を

保全するうえで維持されることが望ましい基準として定められています。この環境基準のうち生活環境項目に

ついては、利水目的などに応じた水域類型が定められています。

環境基準の類型指定は、国が昭和46年5月閣議決定により吉野川水系を類型指定し、また、県の指定権限である

水域については、昭和47年4月及び5月に1河川、3海域の類型を指定し、その後、逐次水域毎に指定を行ってきまし

た。また、昭和62年6月には新町川の類型指定の見直しを行いました。平成24年3月31日現在の類型指定は、26河川、

－ 84 －
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11海域となっており、県下の主要な河川及び海域については、類型の指定がなされています。

平成10年4月には全窒素・全燐について4海域の類型指定をし、また、平成18年6月に水生生物保全の観点から、

全亜鉛について国が吉野川を類型指定し、平成24年8月には新たな項目としてノニルフェノールを追加しました。

現在、県下の公共用水域における環境基準の類型指定状況は表2-2-45のとおりです。

表2-2-45　徳島県内の公共用水域における環境基準の類型指定状況

告　　　示
(指定年月日)

水域の名称 範　　　　　　　囲 水域類型 達成期間 基準測定点

官報号外
S46.6.3

(S46.5.25)
閣議決定

吉 野 川 上 流 大川橋より上流 河川AA 直ちに 大 川 橋

吉 野 川 下 流 大川橋より下流 〃A 〃 高 瀬 橋

旧吉野川上流 吉野川分岐点より潮止堰まで 〃A 〃 市 場 橋

旧吉野川下流 潮止堰より下流 〃B 〃 大 津 橋

今 切 川 上 流 旧吉野川合流点より鯛浜潮止堰まで 〃C 〃 鯛浜堰上流側

今 切 川 下 流 鯛浜潮止堰より下流 〃B 〃 加賀 須 野 橋

撫 養 川 全域 〃B 〃 大 里 橋

県 告 示
S62.6.26
(S62.6.26)

新 町 川 上 流 新町川のうち助任川との合流点から上流 河川C 直ちに 新 町 橋

新 町 川 下 流 新町川のうち助任川との合流点から下流 〃B 〃 旧 漁 連 前

県 告 示
S47.4.1

(S47.4.1)
富 岡 港

徳島県阿南市富岡港のうち、岡川樋門上流側壁
内面延長線及び同港に設置された導流堤の突端
を結んだ線と陸岸によって囲まれた水域

海域C 直ちに
St－1
St－2
St－3

県 告 示
S47.5.30
(S47.5.30)

神 田 瀬 川 神田瀬川のうち千歳橋より上流 河川C 直ちに 神 代 橋

小 松 島 港

神田瀬川の千歳橋から小松島港防波堤(通称一
文字)まで

海域C 〃 St－4

小松島市中田町根井の鼻と同市和田島町洲端海
上自衛隊小松島航空隊に設置された突堤基部を
結んだ線と陸岸によって囲まれた水域(上欄に
掲げる水域を除く)

海域B 〃
St－1
St－2
St－3

県 告 示
S48.6.1

(S48.6.1)

那 賀 川

川口ダムから上流 河川AA 直ちに 蔭 谷 橋

川口ダムから大京原橋まで 〃A 〃 那 賀 川 橋

大京原橋から下流 海域A 〃 那賀 川 鉄 橋

桑 野 川
明谷橋から上流 河川A 1年 桑 野 谷 橋

明谷橋から岡川樋門上流側壁内面延長線まで 〃B 〃 富 岡 新 橋

岡 川 全域 〃B 〃 文 化 橋

勝 浦 川

上勝町正木(ダム地点)から上流 〃AA 直ちに 福 原 大 橋

上勝町正木(ダム地点)から江田潜水橋下流の
潮止堰まで

〃A 〃 飯 谷 橋

江田潜水橋下流の潮止堰から下流 海域B 〃 勝 浦 浜 橋

県 告 示
S49.11.1
(S49.11.1)

椿 川 全域 河川A 直ちに 加 茂 前 橋

福 井 川 大原堰から上流 〃A 〃 大 西 橋

打 樋 川 潮止め樋門から上流 〃C 〃 天 神 橋

椿 泊 湾
徳島県阿南市椿泊湾燧崎東端と同町舞子島西端
を結んだ線及び椿泊湾の陸岸によって囲まれた
水域並びにその地先海域

海域A 直ちに
St－1
St－2
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告　　　示
(指定年月日)

水域の名称 範　　　　　　　囲 水域類型 達成期間 基準測定点

県 告 示
S50.10.21

(S50.10.21)

日 和 佐 川 全域 河川A 直ちに 永 田 橋

牟 岐 川 全域 〃A 〃 牟 岐 橋

海 部 川
吉野橋から上流 〃AA 〃 吉 野 橋

吉野橋から下流 〃A 〃 新 海 部 川 橋

母 川 全域 〃A 〃 母 川 橋

宍 喰 川 全域 〃A 〃 中 角 橋

県南沿岸海域
徳島県の沿岸海域のうち阿南市蒲生田岬から南
の海域

海域A 〃
St－1
St－2
St－3

県 告 示
S51.10.22

(S51.10.22)
県北沿岸海域

徳島県鳴門市里浦町大磯崎と兵庫県三原郡南淡
町潮崎とを結ぶ線から北の徳島県海域

海域A 直ちに

St－1
St－2
St－3
St－4

県 告 示
S53.3.24
(S53.3.24)

紀伊水道海域

徳島県鳴門市里浦町大磯崎と兵庫県三原郡南淡
町潮崎とを結んだ線、徳島県阿南市蒲生田岬か
ら前島及び伊島を経て和歌山県紀伊日の御岬灯
台に至る線並びに陸岸によって囲まれた徳島県
の海域(富岡港及び橘港の区域並びに既設類型
指定水域を除く。)

海域A 直ちに
St－1
St－2
St－3

徳島県徳島市沖洲町高洲北端と同地点から東南
方1,500mの地点とを結んだ線、同地点と徳島県
徳島市津田海岸町津田外防波堤東端とを結んだ
線、同防波堤、同防波堤南端と徳島県徳島市
大原町大崎北端とを結んだ線及び陸岸によって
囲まれた海域(既設類型指定水域を除く。)

〃B 〃 St－9

県 告 示
H7.4.18
(H7.4.18)

橘 港 港則法施行令別表第1徳島県の項の橘港の区域 海域A 直ちに
St－1
St－2
St－3

県 告 示
H10.4.28
(H10.4.28)

県北沿岸海域
徳島県鳴門市里浦町大磯崎と兵庫県三原郡南淡
町潮崎とを結ぶ線から北の徳島県海域

海域Ⅱ 直ちに
St－1
St－2
St－4

紀伊水道海域

徳島県鳴門市里浦町大磯崎と兵庫県三原郡南淡
町潮崎とを結んだ線、徳島県阿南市蒲生田岬か
ら前島及び伊島を経て和歌山県紀伊日の御岬灯
台に至る線並びに陸岸によって囲まれた徳島県
の海域(小松島港及び橘港の水域を除く。)

〃 〃
St－1
St－2
St－3

小 松 島 港
小松島市中田町根井の鼻と同市和田島町洲端海
上自衛隊小松島航空隊に設置された突堤基部を
結んだ線と陸岸によって囲まれた水域

海域Ⅲ 〃 St－3

橘 港
阿南市大潟町柏の東端から楠ヶ浦北端まで引い
た線及び陸岸によって囲まれた海域

海域Ⅱ 〃
St－1
St－2

環境省告示
H18.6.30
(H18.6.30)

吉 野 川 上 流
大川橋より上流。ただし、早明浦ダム貯水池（早
明浦湖）（全域）に係る部分を除く。

河川生物A 直ちに 大 川 橋

吉 野 川 下 流 大川橋より下流。 〃B 〃 高 瀬 橋

（３）排水基準

水質汚濁防止法においては、公共用水域の水質汚濁を防止するため、汚水等を排出する施設で政令で定めるも

の（特定施設）を設置する工場・事業場から公共用水域への排出水について排水基準を定めています。

①　一律基準

一律基準は工場・事業場の排水について、国が全国一律に適用される基準として設定したもので、有害物質

（28項目）及び生活環境項目（15項目）について定められています。平成5年8月には、海域の窒素・燐につい

ての排水基準が設定され、以後、本県の瀬戸内海水域について適用されています。更に、湖沼についても同様に

排水基準が設定され、瀬戸内海水域以外では海老ケ池に燐の排水基準が適用されています。

②　上乗せ排水基準

上乗せ排水基準は、国が定めた一律基準によっては人の健康を保護し、又は生活環境を保全することが十分

でないと認められる区域について、条例でより厳しい基準を定めるものです。本県においては、水域毎に
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BOD、COD、SS等の生活環境項目について上乗せ排水基準を設定し、現在では県下全ての沿岸海域及びこれに接

続する公共用水域に設定されています。

（４）公共用水域の水質の測定に関する計画

水質汚濁防止法第16条の規定に基づき、毎年本県の公共用水域の水質の測定に関する計画を、国土交通省及び

関係市町と協議し、環境審議会の答申を得て作成しています。平成23年度に策定した平成24年度の測定計画の概

要は、表2-2-46のとおりです。

表2-2-46　平成24年度測定計画の概要

区　　　分
水質 底質

河川 海域 計 河川 海域 計

河 川 ・ 海 域 数
（ 類 型 指 定 水 域 数 ）

38
(26)

9
(11)

47
(37)

6 1 7

測 定 地 点 数
（ 環 境 基 準 点 数 ）

77
(26)

31
(25)

108
(51) 10 1 11

（５）工場・事業場の規制

①　平成23年度における届出等

瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特定施設の設置等の許可及び水質汚濁防止法並びに徳島県生活環境

保全条例に基づく届出の状況は、表2-2-47のとおりであり、法関係を中心に284件ありました。

なお、徳島市は同市に所在する特定施設について、昭和62年度から水質汚濁防止法および徳島県生活環境保

全条例に基づく届出の受理並びに平成21年度から瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく許可を行っています。

表2-2-47　平成23年度中における特定施設の許可・届出等の状況

管　轄

法　令 条　項

徳島市

東部保健福祉局
(徳島市を除く) 南部総合

県 民 局
西部総合
県 民 局

計

徳島 吉野川

水 質 汚 濁 防 止 法 設 置 届 出 等 47 40 11 29 32 159

徳島県生活環境保全
条 例

設 置 届 出 等 3 2  1 6

瀬 戸 内 海 環 境 保 全
特 別 措 置 法

設 置 許 可 4 6 2 13 25

構 造 等 変 更 許 可 10 9 5 18 42

軽 微 変 更 届 1 1 3 5

氏名等変更届出等 15 15 3 11 2 46

承 継 届 出 1 1

ダイオキシン類対策
特 別 措 置 法 設 置 届 出 等

計 81 94 74 35 284

県環境管理課、徳島市環境保全課調べ 

②　水質汚濁防止法に基づく特定事業場（特定施設を設置する工場又は事業場）の数

県下の特定事業場は、4,383で、そのうち一律排水基準が適用される事業場数（平均排水量50m3/日以上）は、

瀬戸内海環境保全特別措置法適用事業場が207、水質汚濁防止法適用事業場が167の計374事業場です。（表2-

2-48）

業種別では旅館868（19.8％）が最も多く、次いで豚房・牛房819（18.7％）、洗濯業333（7.6％）で、これ

らの業種で全体の46.1％を占めています。

③　条例に基づく汚水等排出事業場数

徳島県生活環境保全条例に基づく汚水等排出施設は、水質汚濁防止法を補完するため定められており、その

事業場数は262です。（表2-2-49）
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表2-2-48　業種別特定事業場数

番　号

　

総　数

瀬戸内海環境保全特別措置法 水質汚濁防止法

業　種　名　又　は 平均排水量 平均排水量 平均排水量 平均排水量

特　定　施　設　名 50m3/日以上 50m3/日未満 50m3/日以上 50m3/日未満

　 県 徳島市 県 徳島市 県 徳島市 県 徳島市

1の2 豚 房 ・ 牛 房 819 1 　 　 　 　 　 797 21

2 畜 産 食 料 品 40 5 1 　 　 1 　 31 2

3 水 産 食 料 品 85 14 　 　 　 　 　 63 8

4 野 菜 ・ 果 実 保 存 食 料 品 92 6 　 1 　 1 　 82 2

5 み そ ・ し ょ う 油 44 　 　 　 　 　 　 37 7

7 砂 糖 3 　 　 　 　 　 　 3 　

8 パ ン ・ 菓 子 ・ 製 あ ん 46 2 　 　 　 　 　 40 4

9 米 菓 ・ こ う じ 3 　 　 　 　 　 　 3 　

10 飲 料 製 造 86 4 　 　 　 　 　 72 10

11 飼 料 ・ 肥 料 5 　 2 　 　 　 　 3 　

12 動 植 物 油 脂 2 　 1 　 　 　 　 　 1

16 麺 類 84 1 1 　 　 　 　 66 16

17 豆 腐 ・ 煮 豆 215 1 　 　 　 　 　 208 6

18の2 冷 凍 調 理 食 品 11 　 　 　 　 　 　 11 　

19 紡 績 ・ 繊 維 製 品 26 2 3 　 　 　 　 17 4

21 化 学 繊 維 1 　 1 　 　 　 　 　 　

21の3 合 板 4 1 　 　 　 　 　 1 2

22 木 材 薬 品 処 理 7 　 　 　 　 　 　 5 2

23 パ ル プ ・ 紙 加 工 品 13 4 2 　 　 　 　 7 　

23の2 新 聞 ・ 印 刷 等 10 　 1 　 　 　 　 3 6

26 無 機 顔 料 2 2 　 　 　 　 　 　 　

27 無 機 化 学 工 業 品 9 5 1 　 　 　 　 2 1

28 ア セ チ レ ン 誘 導 品 1 　 　 　 　 　 　 1 　

33 合 成 樹 脂 3 1 2 　 　 　 　 　 　

46 有 機 化 学 工 業 品 6 1 2 　 　 　 　 3 　

47 医 薬 品 13 5 3 　 　 　 　 3 2

51の2 ゴ ム ホ ー ス 類 2 2 　 　 　 　 　 　 　

52 皮 革 2 　 　 　 　 　 　 　 2

54 セ メ ン ト 製 品 38 　 　 　 　 　 　 34 4

55 生 コ ン ク リ ー ト 152 　 　 　 　 　 147 5

59 砕 石 14 　 　 　 　 　 　 14 　

60 砂 利 採 取 43 　 　 　 　 　 　 37 6

62 非 鉄 金 属 1 　 　 　 　 　 　 　 1

63 金 属 製 品 ・ 機 械 器 具 10 3 　 　 　 　 　 5 2

63の3
石 炭 を 燃 料 と す る
火 力 発 電 施 設 2 2 　 　 　 　 　 　 　

64の2 水 道 ・ 工 業 用 水 道 施 設 6 4 　 　 　 　 　 2 　

65 酸・アルカリ表面処理施設 22 5 　 1 　 　 　 12 4

66 電 気 メ ッ キ 施 設 7 　 　 　 　 　 6 1

66の2 旅 館 868 19 　 2 　 3 　 761 83

66の3 共 同 調 理 場 14 3 　 　 　 　 　 11 　

66の4 弁 当 仕 出 屋 ・ 弁 当 製 造 業 13 　 　 　 　 　 　 4 9

66の5 飲 食 店 43 5 1 4 3 　 　 24 6

66の6 そ ば ・ う ど ん ・ す し 1 　 　 　 　 　 　 　 1

67 洗 濯 333 1 1 　 　 　 　 211 120

68 写 真 現 像 127 　 　 　 　 　 　 89 38

68の2 病 院 14 9 5 　 　 　 　 　 　

－ 88 －



第
２
部

　
２
章
２
節

69 と 畜 ・ へ い 獣 取 扱 4 1 1 2

69の2 中 央 卸 売 市 場 1 1

70の2 自 動 車 分 解 整 備 3 2 1

71 自 動 式 車 両 洗 浄 施 設 308 1 193 114

71の2 試 験 研 究 機 関 58 2 2 1 2 31 20

71の3 一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 25 23 2

71の4
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
産 業 廃 棄 物 処 理 施 設

2 1 1

71の5
ﾄﾘｸﾛﾛｴ ﾁﾚ ﾝ、ﾃﾄﾗｸﾛ ﾛｴ ﾁﾚ ﾝ又
はｼﾞｸ ﾛ ﾛﾒ ﾀﾝによる洗浄施設

6 4 2

72 し 尿 処 理 施 設
147
(58)

39 17 4 1
56

(54)
10

19
(4)

1

73 下 水 道 終 末 処 理 施 設
14
(8)

12
(8)

2

74 特 定 事 業 場 の 処 理 施 設 20 7 2 11

み な し 指 定 地 域 特 定 施 設 453 29 51 236 137

計
4,383
(66)

158 49 12 5
104
(62)

63
3,337
(4)

655

県環境管理課、徳島市環境保全課調べ

（注）1. みなし指定地域特定施設とは、201人以上500人以下のし尿浄化槽です。

2. ( )は､瀬戸内海環境保全特別措置法施行令第4条に規定する、設置の許可を要しない施設です。

表2-2-49　業種別汚水等排出工場数

番号
業　種　名　又　は

特　定　施　設　名
事業場数 徳島市

東部保健福祉局

(徳島市を除く) 南部総合

県 民 局

西部総合 

県 民 局

徳島 吉野川

2 畜 産 事 業 ( 豚 ・ 牛 ) 169 11 63 60 29 6

3 ゴ ム 製 品 製 造 業 4 1 3

4 紙 加 工 品 製 造 業 5 1 3 1

5
廃 棄 物 焼 却 炉 の 用 に
供 す る 排 ガ ス 洗 浄 施 設

56 20 22 3 8 3

6 ア ス フ ァ ル ト プ ラ ン ト 1 1

7 給 食 事 業 場 26 7 6 2 6 5

8 集 乳 業 1 1

計 262 39 96 68 45 14
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（６）特定事業場等の監視・指導

平成23年度においては、県及び徳島市において特定事業場等延べ396事業場に対し立入調査を実施し、うち延

べ391事業場について排出水の調査を行いました。

一般項目については、pH、BOD、COD等の382検体、有害物質については、カドミウム等の1,112検体、特殊項目につ

いては、95検体の測定を行った結果、6検体に違反がみられました。これらの結果等に基づき6件の行政措置を行

い、排水処理施設の改善、管理の徹底等を図らせました。（表2-2-50、表2-2-51）

表2-2-50　排出水の調査状況

産業分類(中分類)
立入事業
場　　数
(延べ数)

生　活　環　境　項　目
有 害 物 質

ダイオキ
シ ン 類

一　般　項　目 特　殊　項　目

検体数
違　反
検体数

違反率 検体数
違　反
検体数

検体数
違　反
検体数

01 農 業 2 2 1

06 総 合 工 事 業
1

（1）
1

（1）

09 食 料 品 製 造 業
29

（4）
29

（4）
1 3.4

3
（1）

10 飲料・たばこ・飼料製造業
7

（4）
7

（4）
2

（2）

11 繊 維 工 業
5

（2）
5

（2）

12 木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 1 1

14 パルプ・紙・紙加工品製造業
9

（5）
15

（11）
178

（174）

15 印 刷 ・ 同 関 連 業
2

（1）
2

（1）
27

（11）

16 化 学 工 業
37

（15）
39

（16）
31

394
（326）
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19 ゴ ム 製 品 製 造 業 6 6 1 16.7 12 20

22 鉄 鋼 業 1 1 5 7

24 金 属 製 品 製 造 業 3
（2）

5 15
（8）

25 は ん 用 機 械 器 具 製 造 業 2 2 7 27

26 生 産 用 機 械 器 具 製 造 業 2
（2）

22
（22）

28
電子部品・デバイス・電子回路
製 造 業

6 6 15 21

29 電 気 機 械 器 具 製 造 業 2 1 99

33 電 気 業 3 3

36 水 道 業 16
（2）

17
（2）

39 情 報 サ ー ビ ス 業 1
（1）

1
（1）

51 繊 維 ・ 衣 服 卸 売 業 1
（1）

1
（1）

56 各 種 商 品 小 売 業 26
（2）

28
（3）

71 学 術 ・ 開 発 研 究 機 関 6
（2）

4 5 30
（23）

74 技 術 サ ー ビ ス 業 10
（10）

200
（200）

75 宿 泊 業 14 14

76 飲 食 店 8
（5）

9
（6）

77 持ち帰り・配達飲食サービス業 3 3

78 洗濯・理容・美容・浴場業 3
（1）

2
（1）

11

80 娯 楽 業 15
（3）

13
（1）

15
（15）

81 学 校 教 育 14
（5）

14
（5）

5 23
(16)

82 その他の教育、学習支援業 6
（2）

6
（2）

83 医 療 業 36
（15）

36
（15）

2 5.6 4

84 保 健 衛 生 1 1 5 13

85 社会保険・社会福祉・介護事業 6
（2）

6
（2）

88 廃 棄 物 処 理 業 11
（1）

11
（1）

95 そ の 他 の サ ー ビ ス 業 3
（2）

2
（1）

4
（4）

97 国 家 公 務 2
（1）

3
（1）

98 地 方 公 務 4 5

99 分 類 不 能 の 産 業 87
（26）

87
（26）

2 2.3

小　　計
391

（117）
382

（106）
6 1.6

95
（3）

1,112
（800）

採 水 を 伴 わ な い 調 査
5

（3）

合　　計
396

（120）
382

（106）
6 1.6

95
（3）

1,112
（800）

県環境管理課、徳島市環境保全課調べ
（注）1. 一般項目pH,BOD,COD,SS,T-N,T-P 特殊項目T-Cr,S-Mn,Fe,Cu,Zn有害物質Cd,Pb,Cr(Ⅵ),Hg,As等

2. ( )内は内数で､徳島市分､違反率は％で表示しています｡

排水基準違反の原因については、排水処理施設の維持管理の不備等によるものが目立ちました。今後も、維持

管理の適切な実施について指導し管理の徹底を図らせるとともに違反を未然に防ぐ指導を行っていきます。

表2-2-51　行政指導等事業場

業種その他の区分
行政措置

改善指導
改善命令 勧 告 等

09  食料品製造業 1 1(0)

19　ゴム製品製造業 1 1(0)

83　医療業 2 2(0)

99　分類不能の産業 2 2(0)

計 2 4 6(0)

（ ）は内数で徳島市分

県環境管理課、徳島市環境保全課調べ

－ 90 －



第
２
部

　
２
章
２
節

（７）生活排水対策の総合的な推進

①　汚水処理施設整備の現状

平成23年度末の汚水処理施設の普及率は、表2-2-52のとおり、全国平均の87.6％に対して、本県は51.1％と

なっています。

市町村における普及状況は、表2-2-53のとおり佐那河内村が91.8％と最も整備が進んでおり、次いで徳島市

68.5％、那賀町64.9％の順になっています。

各汚水処理施設の現状は次のとおりです。

(ア)下水道の現状

下水道は、生活環境の改善や公共用水域の水質保全の役割をもつ基幹的な都市施設です。

本県における下水道事業実施市町は、表2-2-54のとおり公共下水道事業※に徳島市、鳴門市、小松島市、阿南

市、吉野川市、美波町、松茂町、北島町、及び藍住町の5市4町、特定環境保全公共下水道事業※に吉野川市、阿波市、

美馬市、海陽町、板野町、つるぎ町、東みよし町の3市4町が取り組んでいます。

また県が事業主体となる旧吉野川流域下水道事業※については、平成21年4月に一部供用開始しました。

このうち、徳島市中央浄化センター（昭和37年度）、吉野川市中央浄化センター（平成4年度）、徳島市北部

浄化センター（平成10年度）、海陽町浅川浄化センター（平成12年度）、美馬市穴吹浄化センター（平成15年

度）、東みよし町三好浄化センター（平成15年度）、美波町日和佐浄化センター（平成16年度）、吉野川市川

田浄化センター（平成16年度）、吉野川市川島浄化センター（平成18年度）、海陽町海部浄化センター（平成

19年度）、徳島県アクアきらら月見ヶ丘（平成20年度）、海陽町宍喰浄化センター（平成20年度）、つるぎ町

貞光浄化センター（平成20年度）、阿南市富岡浄化センター（平成22年度）がそれぞれ供用を開始していま

す。平成23年度末の下水道人口普及率は、徳島市29.0％、鳴門市6.6％、阿南市2.1％、吉野川市46.0％、美馬市

7.2％、美波町15.3％、海陽町26.7％、松茂町26.0％、北島町5.6％、藍住町7.3％、板野町19.2％、つるぎ町

19.9％、東みよし町16.0％であり、全国平均の75.8％に対して、本県は、15.5％となっています。

※各下水道の対象地域は、公共下水道が主として市街地、特定環境保全公共下水道が市街化区域以外の地域、 

　流域下水道が2市町村以上にまたがる区域です。

表2-2-52　平成23年度末　汚水処理人口普及状況

処 理 施 設 名
全　　　国 徳　島　県

備　　考
普及人口 普及率 普及人口 普及率

下 水 道 9,355万人 75.8％ 12.2万人 15.5％

農業集落排水施設等 350万人 2.8％ 2.2万人 2.7％ 漁集･林集含む

合 併 処 理 浄 化 槽 1,079万人 8.8％ 25.1万人 31.9％

コミュニティプラント 26万人 0.2％ 0.7万人 0.9％

計 10,810万人 87.6％ 40.2万人 51.1％

総　人　口 12,335万人 78.7万人

（注）総人口、整備人口及び整備率は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。

表2-2-53　平成23年度末 市町村別 汚水処理人口普及状況

市町村名
住民基本
台帳人口
(人)

汚水処理施設 下　　水　　道 農業集落排水等 合併処理浄化槽 コミュニティプラント

処理人口
(人)

普及率
(％)

処理人口
(人)

普及率
(％)

処理人口
(人)

普及率
(％)

処理人口
(人)

普及率
(％)

処理人口
(人)

普及率
(％)

1 徳 島 市 257,558 176,323 68.5 74,656 29.0 101,667 39.5

2 鳴 門 市 61,760 21,323 34.5 4,053 6.6 16,800 27.2 470 0.8

3 小 松 島 市 40,972 11,055 27.0 11,055 27.0

4 阿 南 市 77,334 28,174 36.4 1,638 2.1 2,667 3.4 18,864 24.4 5,005 6.5

5 吉 野 川 市 44,413 26,613 59.9 20,433 46.0 2,365 5.3 3,815 8.6

6 阿 波 市 40,569 18,354 45.2 2,307 5.7 16,047 39.6

7 美 馬 市 32,241 14,548 45.1 2,335 7.2 2,668 8.3 9,545 29.6

8 三 好 市 30,432 12,870 42.3 560 1.8 12,310 40.5

9 勝 浦 町 5,828 2,435 41.8 700 12.0 1,674 28.7 61 1.0

10 上 勝 町 1,896 549 29.0 549 29.0

11 佐那河内村 2,722 2,500 91.8 2,199 80.8 301 11.1

12 石 井 町 26,542 11,241 42.4 11,241 42.4

13 神 山 町 6,355 2,084 32.8 2,084 32.8
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14 那 賀 町 9,972 6,469 64.9 3,310 33.2 3,159 31.7

15 牟 岐 町 4,848 2,159 44.5 2,159 44.5

16 美 波 町 7,830 2,581 33.0 1,201 15.3 310 4.0 1,070 13.7

17 海 陽 町 10,748 6,311 58.7 2,870 26.7 1,093 10.2 2,348 21.8

18 松 茂 町 15,296 9,622 62.9 3,980 26.0 1,693 11.1 3,949 25.8

19 北 島 町 22,164 9,948 44.9 1,239 5.6 7,173 32.4 1,536 6.9

20 藍 住 町 33,872 15,299 45.2 2,467 7.3 12,832 37.9

21 板 野 町 14,122 5,156 36.5 2,707 19.2 2,449 17.3

22 上 板 町 12,821 6,079 47.4 1,116 8.7 4,963 38.7

23 つ る ぎ 町 10,834 4,298 39.7 2,160 19.9 545 5.0 1,593 14.7

24 東みよし町 15,511 5,647 36.4 2,484 16.0 3,163 20.4

徳島県　計 786,640 401,638 51.1 122,223 15.5 21,533 2.7 250,810 31.9 7,072 0.9

表2-2-54　下水道事業の実施状況

①　公共下水道

事業主体 処理区名

事業

着手

年度

供用

開始

年度

計画処理

区　　域

(ha)

計画処理

人　　口

(人)

処　　理　　場　　計　　画

処　理　方　式
日最大汚水量

(m3/日)

流入水質

(BOD:mg/L)

放流水質

(BOD:mg/L)

徳 島 市

中 央 S23 S37 993 60,000 回転生物接触 59,900 200 15以下

北 部 S44 H10 1,803 94,000
標準活性汚泥＋ｽﾃｯﾌﾟ流入式2段

硝化脱窒法
64,700 200 15以下

鳴 門 市 旧 吉 野 川 H13 H20 1,664 59,800 ③流域下水道参照 － － －

小 松 島 市 小 松 島 H14 － 720 29,100 オキシデーションディッチ 18,470 200 15以下

阿 南 市
打 樋 川 H11 H22 676 23,400 オキシデーションディッチ 15,561 200 15以下

平 島 H 6 － 277 6,650 オキシデーションディッチ 3,781 180 15以下

吉 野 川 市 中 央 S51 H 4 993 23,000 オキシデーションディッチ 13,800 200 15以下

美 波 町 日 和 佐 H11 H16 95 3,400 嫌気好気ろ床 2,370 180 15以下

松 茂 町 旧 吉 野 川 H13 H20 389 13,800 ③流域下水道参照 － － －

北 島 町 旧 吉 野 川 H13 H20 606 23,700 ③流域下水道参照 － － －

藍 住 町 旧 吉 野 川 H13 H20 873 35,000 ③流域下水道参照 － － －

②　特定環境保全公共下水道

事業主体 処理区名

事業

着手

年度

供用

開始

年度

計画処理

区　　域

(ha)

計画処理

人　　口

(人)

処　　理　　場　　計　　画

処　理　方　式
日最大汚水量

(m3/日)

流入水質

(BOD:mg/L)

放流水質

(BOD:mg/L)

吉 野 川 市
川 島 H12 H18 229 6,200 長時間エアレーション 3,700 180 15以下

川 田 H10 H16 277 6,200 長時間エアレーション 3,690 170 15以下

阿 波 市 市 場 H12 － 210 6,500 オキシデーションディッチ 3,580 170 15以下

美 馬 市 穴 吹 H 9 H15 178 6,400 オキシデーションディッチ 3,500 180 15以下

海 陽 町

浅 川 H 7 H12 50 1,500 オキシデーションディッチ 870 180 15以下

海 部 H 6 H19 34 1,600 土壌被覆型礫間接触酸化法 850 180 15以下

宍 喰 H16 H20 64 2,400 オキシデーションディッチ 1,570 160 15以下

板 野 町 旧吉野川 H14 H20 329 13,400 ③流域下水道参照 － － －

つ る ぎ 町 貞 光 H12 H20 94 3,000 嫌気好気ろ床 1,700 190 15以下

東みよし町
三 好 H10 H15 200 5,900 オキシデーションディッチ 4,030 180 15以下

三 加 茂 H12 － 245 9,800 オキシデーションディッチ 5,100 200 15以下

③　流域下水道

事業主体 処理区名

事業

着手

年度

供用

開始

年度

計画処理

区　　域

(ha)

計画処理

人　　口

(人)

処　　理　　場　　計　　画

処　理　方　式
日最大汚水量

(m3/日)

流入水質

(BOD:mg/L)

放流水質

(BOD:mg/L)

徳 島 県 旧吉野川 H12 H20 4,524 173,200 嫌気無酸素好気法 94,000 190 15以下

関連市町：徳島市、鳴門市、松茂町、北島町、藍住町、板野町

(イ)農業・林業・漁業集落排水施設の現状

農業集落排水施設は、農業用排水の水質保全、農業用排水施設の機能維持、農村生活環境の改善を図り併せ

て、公共用水域の水質保全に寄与するため、農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水・汚泥及び雨水を処

理する施設です。

林業集落排水施設は、立ち遅れた山村の生活環境の改善を図るとともに、山村及びその周辺水域の水質保全

を図ることにより、林業の振興に資することを目的としています。
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また、漁業集落排水施設も、立ち遅れた漁村の生活環境の改善を図るとともに、漁港及びその周辺水域の水

質保全を図ることにより、漁業の振興に資することを目的としています。

本県における集落排水事業実施町村（地区）は、表2-2-55のとおり農業集落排水事業を阿南市、吉野川市、

阿波市、美馬市、三好市、勝浦町、佐那河内村、那賀町、海陽町、松茂町、上板町及びつるぎ町の12市町村37地区、

林業集落排水事業を三好市及び那賀町の2市町3地区、漁業集落排水事業を美波町及び海陽町の2町3地区、合計

13市町村43地区において実施しています。

このうち、平成23年度末までに農業集落排水事業は12市町村37地区、林業集落排水事業は2市町3地区、漁業

集落排水事業は2町3地区の合計13市町村43地区において供用を開始しており、各集落排水施設を合計した普

及率は、全国平均の2.8％に対し、本県は2.7％となっています。

表2-2-55　農業・林業・漁業集落排水事業の実施状況

①　農業集落排水施設

市町村名 処理区名

事業

着手

年度

供用

開始

年度

対象

戸数

(戸)

計画処

理人口

(人)

処　理　場　計　画

処　理　方　式
日最大汚水量

(m3/日)

流入水質

(BOD:mg/L)

放流水質

(BOD:mg/L)

阿 南 市

岩 脇 (1 期 ) S53 S61 280 995 回転板 329 200 20

岩 脇 (2 期 ) H 6 H 7 351 2,310 回分式活性汚泥 825 200 20

羽 ノ 浦 西 H13 H15 196 990 回分式活性汚泥 327 200 20

吉 野 川 市

神 後 H 8 H13 390 2,236 連続流入間欠ばっ気 406 200 20

山 崎 南 H 5 H 8 237 849 流量調節・嫌気性ろ床・接触ばっ気 281 200 20

川 田 北 H 6 H14 304 1,356 連続流入間欠ばっ気 449 200 20

阿 波 市
一 条 西 H 4 H 9 457 1,910 回分式活性汚泥 630 200 20

柿 原 東 H 7 H11 303 1,218 回分式活性汚泥 403 200 20

美 馬 市

井 口 東 H 6 H10 162 726 回分式活性汚泥 175 200 20

別 所 浜 H 8 H16 235 739 回分式活性汚泥 244 200 20

喜 来 H16 H20

－

594 2,486 回分式活性汚泥(脱窒脱ﾘﾝCOD除去型) 720 200 20

知 野 H 7 H10 55 170 連続流入間欠ばっ気 59 200 20

宮 内 H12 H15 117 419 膜分離活性汚泥方式 139 200 20

三 好 市 西 州 津 H 6 H12 123 900 回分式活性汚泥 297 200 20

勝 浦 町 横 瀬 H 4 H 7 246 1,000 回分式活性汚泥 300 200 20

佐那河内村

寺 谷 H 3 H 5 34 149 嫌気性ろ床・接触ばっ気 50 200 20

中 辺 H 5 H 7 105 518 連続流入間欠ばっ気 172 200 20

仁 井 田 H 6 H 8 82 315 連続流入間欠ばっ気 106 200 20

嵯 峨 H 7 H12 168 744 連続流入間欠ばっ気 248 200 20

宮 前 H 9 H14 215 778 連続流入間欠ばっ気 257 200 20

高 樋 H11 H16 143 591 連続流入間欠ばっ気 198 200 20

那 賀 町

和 喰 S60 S63 247 960 流量調節・嫌気性ろ床・接触ばっ気 317 200 20

仁 宇 H 2 H 5 336 1320 回分式活性汚泥 376 200 20

小 仁 宇 H 5 H 8 145 817 流量調節・嫌気性ろ床・接触ばっ気 191 200 20

八 幡 原 H 9 H11 101 325 流量調節・嫌気性ろ床・接触ばっ気 109 200 20

延 野 H 7 H11 251 1,055 回分式活性汚泥 307 200 20

西納野・下原 H10 H14 100 874 連続流入間欠ばっ気 290 200 20

川 切 H18 H21 83 240 膜分離活性汚泥方式 60 200 20

海 陽 町

神 野 H 7 H11 65 199 連続流入間欠ばっ気 66 200 20

大 井 H 6 H 8 44 140 連続流入間欠ばっ気 46 200 20

川 西 H 7 H12 231 666 連続流入間欠ばっ気 221 200 20

日 比 原 H 4 H 8 74 260 流量調節・嫌気性ろ床・接触ばっ気 86 200 20

松 茂 町

長 岸 H 5 H 7 57 240 分離接触ばっ気方式 76 200 20

中 喜 来 H 6 H10 222 1,260 回分式活性汚泥 495 200 20

北 川 向 H 8 H13 211 750 連続流入間欠ばっ気 182 200 20

上 板 町 七 条 H 7 H12 329 1,626 回分式活性汚泥 538 200 20

つ る ぎ 町 太 田 H12 H16 206 817 連続流入間欠ばっ気 310 200 20
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②　林業集落排水施設

市町村名 処理区名

事業

着手

年度

供用

開始

年度

対象

戸数

(戸)

計画処

理人口

(人)

処　理　場　計　画

処　理　方　式
日最大汚水量

(m3/日)

流入水質

(BOD:mg/L)

放流水質

(BOD:mg/L)

那 賀 町
大 久 保 H11

H15
25 90

接触ばっ気 85.8 200 20
川 口 H13 34 170

三 好 市 菅 生 H13 H15 － 340 接触ばっ気 65 200 20

③　漁業集落排水施設

市町村名 処理区名

事業

着手

年度

供用

開始

年度

対象

戸数

(戸)

計画処

理人口

(人)

処　理　場　計　画

処理方式
日最大汚水量

(m3/日)

流入水質

(BOD:mg/L)

放流水質

(BOD:mg/L)

美 波 町
伊 座 利 H 8 H13 35 260 接触ばっ気 69 200 20

志 和 岐 H17 H22 111 350 接触ばっ気 116 180 20

海 陽 町 竹 ヶ 島 H 7 H13 62 340 回分式活性汚泥 97 200 10

(ウ)合併処理浄化槽の現状

合併処理浄化槽は、家庭から出される生活雑排水と水洗トイレ汚水を家庭内で適正に処理し、きれいな水を

その場で自然の水循環に戻すことのできる施設で、放流水のBODが20mg/L以下の機能を有しており、汚濁を

90％以上除去できるものです。

合併処理浄化槽の設置については、県内全市町村で浄化槽整備事業（浄化槽設置整備事業及び浄化槽市町

村整備推進事業）に取り組んでおり、平成23年度までにこの制度を利用して、表2-2-56のとおり38,835基が設

置されており、平成23年度末の合併処理浄化槽の普及率は全国平均8.8％に対し、本県は31.9％となっていま

す。

表2-2-56　浄化槽整備事業の実施状況

① 浄化槽設置整備事業 (単位：基)

市町村名 H13以前 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計

徳 島 市 2,404 828 780 813 822 782 687 771 618 685 678 9,868

鳴 門 市 836 195 150 150 126 150 184 172 149 194 87 2,393

小 松 島 市 528 204 175 161 157 160 160 129 134 137 127 2,072

阿 南 市 743 224 290 311 303 312 307 311 236 259 205 3,501

吉 野 川 市 402 97 96 105 97 62 77 50 43 43 41 1,113

阿 波 市 1,151 227 213 215 191 172 156 96 97 105 80 2,703

美 馬 市 604 153 130 134 104 112 95 62 69 81 94 1,638

三 好 市 950 200 153 141 94 83 96 82 65 122 72 2,058

勝 浦 町 201 20 15 22 20 19 17 22 18 14 24 392

上 勝 町 67 9 10 9 10 9 5 3 6 7 4 139

佐 那 河 内 村 201 1 4 2 3 0 1 3 1 2 0 218

石 井 町 504 176 140 149 130 138 131 117 96 88 47 1,716

神 山 町 384 36 35 38 31 15 20 16 24 11 15 625

那 賀 町 588 47 46 73 50 47 40 30 25 30 27 1,003

牟 岐 町 168 30 17 23 32 35 33 34 32 30 17 451

美 波 町 159 38 35 23 27 25 35 29 18 18 16 423

海 陽 町 447 75 73 77 34 35 18 24 24 16 27 850

松 茂 町 481 42 50 41 42 24 36 32 35 39 35 857

北 島 町 397 71 87 106 115 125 149 98 94 105 77 1,424

藍 住 町 522 170 185 198 118 149 145 155 107 156 141 2,046

板 野 町 212 62 40 34 41 43 29 34 28 45 29 597

上 板 町 311 55 51 50 52 51 46 52 54 42 27 791

つ る ぎ 町 213 48 70 49 42 41 35 26 31 27 21 603

東 み よ し 町 327 75 64 51 56 52 51 50 55 46 40 867

計 12,800 3,083 2,909 2,975 2,697 2,641 2,553 2,398 2,059 2,302 1,931 38,348

② 浄化槽市町村整備推進事業 (単位：基)

市町村名 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 計

三 好 市 10 34 69 63 80 53 61 60 57 487
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(エ)コミュニティ・プラントの現状

コミュニティ・プラントは、地方公共団体

が設置するし尿処理施設の一種で、散在性集

落又は既成市街地から離れて建設される団地

などに適しています。

本県におけるコミュニティ・プラントの設

置場所は、表2-2-57のとおりで、昭和45年度に

県が設置した阿南市羽ノ浦町春日野団地をは

じめ、鳴門市矢倉団地、北島町グリーンタウン、

勝浦町玉ノ木・五十田団地、阿南市那賀川町

パストラルゆたか野団地及び阿南市伊島の6

施設があります。

平成23年度末のコミュニティ・プラントの

普及率は、全国平均の0.2％に対し、本県は

0.9％となっています。

②　汚水処理施設整備対策

(ア)下水道事業の促進

平成24年度は、14市町で下水道事業に取り組んでいます。

(イ)農業・林業・漁業集落排水事業の促進

平成24年度における農業集落排水事業は、阿波市・勝浦町・佐那河内村・三好市の5地区において事業が行

われています。

(ウ)浄化槽整備事業の促進

平成24年度においても全市町村で事業が実施され、約900基の設置を予定しています。

③　家庭における生活排水対策

(ア)家庭における生活排水対策の現状

ａ　生活排水対策重点地域の指定等

生活排水の汚濁負荷が相対的に高く、水質の保全を図ることが特に重要な地域について、県は水質汚濁防

止法に基づく生活排水対策重点地域の指定を行い、指定を受けた市町村は生活排水対策推進計画を策定し、

総合的に取り組むことにしています。平成23年度末現在、3市3町（徳島市、鳴門市、阿南市、藍住町、北島町、

松茂町）を指定しています。

ｂ　地域生活排水対策実践活動

公共用水域の水質浄化には生活排水対

策が大切であることを県民に認識しても

らい、各家庭で実践してもらうための意

識の高揚を図るため、地域生活排水対策

実践活動を実施しています。平成23年度

は、学習会で台所用水切り袋等を配布し

たり、台所からの生ゴミ、食用油の流出防

止等の実践活動が実施されました。(表2-

2-58)

ｃ　各種イベントや会合の活用

各種イベントや会合の機会をとらえて、生活排水パンフレットや台所用水切り袋等の物資を配布するこ

とにより、普及啓発を図っています。

(イ)家庭における生活排水対策の推進

生活系の負荷量をより一層削減するためには、県・市町村・県民が一体となって効率的に各種生活排水対

策を推進していくことが重要であることから、平成10年度、徳島県生活排水対策要綱（平成10年4月1日施行）

を制定するとともに、県と市町村の生活排水対策担当職員で構成する生活排水対策推進協議会を設置し、各種

生活排水対策を実施しました。

平成23年度においては、生活排水が環境に与える影響について確認し、家庭からの負荷を減らすことを目的

とした講義・実習等である「みんなで水質汚濁を考える教室」を鳴門市第一小学校（対象：4年生77名）で実

施しました。
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表2-2-58　生活排水対策実践活動実施状況

地　区　名 戸数・人員 活　動　内　容

徳 島 市 120人
「エコ料理」の講話・実習
生活排水等に関する講話・意見交換

小 松 島 市 7人
生活排水と浄化槽に関するビデオ
研修等

阿 南 市 90戸 生活排水に関するビデオ研修等

表2-2-57　コミュニティ・プラントの設置状況

管理者 設置場所 使用開始
年　　度

処理規模

阿 南 市 春日野団地 S46
(人分)

5,000

鳴 門 市 矢倉団地 S50 1,100

北 島 町 グリーンタウン S50 3,500

勝 浦 町 玉ノ木・五十田団地 S58   158

阿 南 市 パストラルゆたか野団地 H 9   688

阿 南 市 伊　　島 H12   248



（８）瀬戸内海の水質汚濁防止対策

本県の阿南市蒲生田岬から北の海域は、瀬戸内海環境保全特別措置法が適用されており、同法及び水質汚濁防

止法に基づき瀬戸内海の環境を保全するため水質総量規制、富栄養化対策等の諸施策を推進しています。

①　水質総量規制

県においては、昭和55年の第1次以降、第4次にわたり「化学的酸素要求量に係る総量削減計画」を策定し、こ

れに基づき、化学的酸素要求量（COD）の汚濁負荷量の削減を推進してきました。また、平成13年の第5次から

は、窒素含有量（T-N）及び燐含有量（T-P）も汚濁負荷量の削減対象となりました。

この結果、本県の海域における環境基準は概ね維持達成されていることから、CODに関しては現在の水質が

悪化しないよう、窒素及び燐については現在の良好な水質を維持するよう、従来の工場・事業場の排水対策等、

各種施策等を継続して実施していくこととした第6次「化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量に係る総

量削減計画」を平成19年度に策定しました。現在は、第6次を引き継ぎ第7次の総量削減計画を平成23年度に策

定し、この計画に従い、より総合的な水質総量規制の推進を継続しています。

(ア)下水道等の整備

下水道、農業等集落排水施設、浄化槽、コミュニティ・プラントの各汚水処理施設の総合的な整備の推進を

図っています。

(イ)総量規制基準の設定

指定地域内事業場の汚濁負荷量の削減のため、第1次の総量規制基準を昭和55年5月に、第2次を昭和62年5月

に、第3次を平成3年5月に、第4次を平成8年7月に、第5次を平成14年7月に、第6次を平成19年6月に設定し、規制

を行いました。現在は、第7次の総量規制基準を設定し、平成24年2月に県報に告示を行い、新・増設事業場につ

いては、平成24年5月1日から、既設事業場については平成26年4月1日からそれぞれ適用します。

なお、平成23年度末現在、指定地域内事業場には汚濁負荷量測定のため、219基の汚濁負荷量自動計測器が設

置されています。（表2-2-59）

表2-2-59　汚濁負荷量測定のための水質自動計測器の設置状況 （平成23年度末現在）

種　　類

　区　　分
COD計 UV計 TOC計 窒素・りん計 合　計

日平均排水量が400m3以上の指定地域内事業場 26(25) 63(60) 4(4) 93(87) 186(176)

日平均排水量が400m3未満の指定地域内事業場 1(1) 29(29) 0 3(3) 33(33)

計 27(26) 92(89) 4(4) 96(90) 219(209)

（注）( )は､事業場数
COD計(化学的酸素要求量自動計測器) UV計(紫外線吸光光度計自動計測器) TOC計(全有機体炭素自動計測器)

窒素・りん計(全窒素自動計測器・全りん自動計測器)
県環境管理課、徳島市環境保全課調べ

(ウ)小規模事業場等排水対策

平成8年度に策定した「徳島県小規模事業場等排水対策指導指針」により、小規模事業場排水、畜産排水等の

小規模の汚濁発生源からの排出水について、適切な対策の指導等により汚濁負荷量の削減を図っています。

また、小規模・未規制事業場の排水実態調査として、食料品製造業等の20事業場で調査を行いました。

(エ)その他

底質汚濁の除去、養殖漁場対策、啓発活動の推進により汚濁負荷量の削減を図っています。

②　富栄養化対策

瀬戸内海の富栄養化による生活環境に係る被害を防止するため、昭和55年に第1次、昭和61年に第2次、平成3

年に第3次の「燐及びその化合物に係る削減指導方針」を策定し、生活系、産業系及びその他に対し、削減を推進

し、燐の削減が図られてきました。

しかし、瀬戸内海では赤潮の発生に伴う生活環境被害が依然としてみられており、更なる削減指導をする必

要があることから、平成8年3月に国から「窒素及び燐削減指導方針」（目標年度：平成11年度）策定の指示が

あり、これに基づき、県では第4次の「窒素及びその化合物並びに燐及びその化合物に係る削減指導方針」を平

成8年7月に策定しました。その後は、「化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量に係る総量削減計画」とし

て対策を講じております。

また、本県の瀬戸内海水域について富栄養化防止の観点から、環境基本法第16条に基づく「窒素及び燐に係

る環境基準の類型指定」を平成10年4月28日付けの県告示により指定し、各海域の窒素・燐の目標値が維持・

達成できるように監視を行っています。
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③　瀬戸内海環境保全県計画

「瀬戸内海の環境の保全に関する徳島県計画（以下「県計画」という。）」は、水質汚濁の防止及び自然景観の

保全を目標として昭和56年7月に策定し、昭和62年12月、平成4年6月及び平成9年9月に変更しました。

その後、平成12年12月に国の瀬戸内海環境保全基本計画が変更されたことを受けて、平成14年7月及び平成

20年6月に県計画を変更しました。

この変更は、従来の規制を中心とする保全型施策の充実に加え、失われた良好な環境を回復させる施策の展

開及び国・地方公共団体、住民、事業者等の幅広い連携と参加を推進していくことを定めたもので、県として

も、この方針に沿って、次のような諸施策を推進しています。

(ア)水質の保全

「化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量に係る総量削減計画」に基づく施策を推進するとともに、市町

村とも協力して生活排水による汚濁負荷量の削減対策を実施します。また、有害化学物質等の規制及びPRTR法

に基づいての実態把握や監視などを実施しています。

(イ)自然景観の保全

瀬戸内海特有の優れた自然景観が失われないように、自然公園の適切な管理に努めることや林地、緑地の確

保、河川及び海岸の清掃事業の促進に努めています。

また河川等環境浄化事業として河川等のごみ除去を民間の協力を得て実施しています。

(ウ)思想の普及及び意識の高揚

県民に対し、瀬戸内海の環境保全の推進について一層の理解と協力を求めるとともに意識の高揚を図るた

め、瀬戸内海環境保全月間、環境美化運動推進事業等の広報活動を実施しています。

④　広域総合水質調査

この調査は、近年の瀬戸内海における水質汚濁の深刻化、広域化に対処するため、本県の区域に属する瀬戸

内海の水質汚濁の実態を調査し、瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく総合的な水質汚濁防止対策の効果を

把握することを目的とし、昭和47年度から毎年度環境省からの受託事業として実施しています。

平成22年度の広域総合水質調査における水質調査の結果は、表2-2-60のとおりです。

表2-2-60　広域総合水質調査結果（過去10年間） 数値は測定点での年間平均値

年度

海域 　  項目
H13 14 15 16 17 18 19 20 21 22

播磨灘

(2地点)

COD (mg/L) 1.2 1.6 1.3 1.5 1.5 1.6 1.4 1.2 1.2 1.3

T-N (mg/L) 0.15 0.19 0.16 0.19 0.17 0.21 0.15 0.20 0.13 0.22

T-P (mg/L) 0.024 0.025 0.026 0.026 0.030 0.031 0.022 0.029 0.024 0.026

紀伊水道

(4地点)

COD (mg/L) 1.3 1.5 1.2 1.2 1.4 1.3 1.3 1.1 1.1 1.3

T-N (mg/L) 0.15 0.16 0.16 0.16 0.17 0.17 0.16 0.19 0.14 0.21

T-P (mg/L) 0.023 0.019 0.028 0.021 0.027 0.025 0.026 0.028 0.025 0.024

(ア)調査地点（図2-2-31）

播磨灘2地点、紀伊水道4地点

(イ)調査月

平成22年5月､7月､10月及び平成23年1月

(ウ)調査項目

一般項目（COD等）、栄養塩類（窒素、燐）

(エ)調査結果

平成22年度の調査結果は、播磨灘、紀伊水道ともに

COD、窒素・燐については、ここ数年ほぼ横ばいで推

移しています。（表2-2-60）

⑤　瀬戸内海環境保全知事・市長会議

この会議は、広域的な相互協力によって瀬戸内海

の環境保全を図ることを目的に昭和46年に設立され、

瀬戸内海関係13府県知事及び21市長により構成され

ています。平成23年度は、7月に広島県広島市において、関係府県の知事・市長等の出席により開催し、瀬戸内

海の環境保全について協議を行い、財政上の措置等を国等に対して要望することを決議しました。

また、７月に瀬戸内海の環境保全に関する国等に対して提案活動を行いました。
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図2-2-31　広域総合水質調査測定地点



⑥　社団法人瀬戸内海環境保全協会

この協会は、瀬戸内海環境保全に関する普及啓発活動及び調査研究等の推進を目的として昭和51年に設立

され、瀬戸内海関係13府県、21市、漁業協同組合連合会及び衛生組織連合会等により構成されています。

平成23年度は、瀬戸内海環境保全月間（6月1日～30日）等において工場・事業場への立入調査及び自主点

検の推進を図るとともに、和田島小学校（小松島市）において海辺の教室を開催しました。

（９）河川の水質浄化

①　新町川等河川浄化事業

徳島市の中心部を流下する河川の流況及び水質改善を図るため、

新町川等において河川浄化事業を実施しています。

(ア)汚泥の浚渫

新町川等の汚泥の浚渫は、昭和46年度から実施しており、平成19

年度までに414,510m3の浚渫を実施しました。（表2-2-61）また、

護岸際の浚渫に伴う対策工として、景観修景及び魚類の生息環境

に配慮した構造の河床工を同時に施工しております。

(イ)浄化用水導入

建設省（現国土交通省）直轄事業により新町川浄化ポンプが、

昭和54年度から稼働しています。また、平成2年度からポンプの増設工事に着手し、平成6年度には毎秒6m3の増

設が完了し、合計毎秒10m3のポンプが設置されています。

この施設は、ポンプ及び潮の干満を利用することにより、吉野川のきれいな水を新町川及び助任川に導入し

ています。

②　正法寺川河川浄化事業

正法寺川は、板野郡藍住町から徳島市応神町を流下後吉野川に流入する河川でありますが、水質が悪いため、

その河川浄化事業を実施しています。平成5年度から、浄化用水ポンプにより旧吉野川から毎秒0.2m3のきれい

な水を準用河川の本村川を通して正法寺川に導入するとともに、平成9年度から汚泥の浚渫を行っており、平

成23年度までに41,940m3の浚渫を実施しています。

（10）各種調査の実施

①　水生生物による水質調査

水生生物による水質調査は、水質の長期的変動を総合的に判定でき、また一般市民が容易に参加し水質浄化

思想の啓発を促すものであることから、国土交通省及び環境省の主唱で全国的に実施されています。

県においては、昭和59年度から調査を開始し、60年度からは小・中学校等の参加を得て実施しています。

平成23年度は小・中・高等学校等18団体（延べ471人）の参加を得て、吉野川水系や那賀川水系等21河川27

地点で調査を実施しました。

調査結果は、表2-2-62のとおりです。

全県的に、概ね水質階級Ⅰ（きれいな水）の良好な水質が維持されておりますが、生活排水等で汚濁の進ん

だ地域や、比較的人口の多い地域では、水質階級Ⅲ（きたない水）の地点が見られました。
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表2-2-61　汚泥の浚渫量 （単位：m3）

平成19年度まで

新 町 川 214,880

助 任 川 101,640

大 岡 川 19,060

住 吉 島 川 48,340

田 宮 川 30,590

合　　　計 414,510
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表2-2-62　平成23年度水生生物による水質調査

水質階級　：　Ⅰ（きれいな水）、Ⅱ（少し汚れた水）、Ⅲ（きたない水）、Ⅳ（大変きたない水）

②　海水浴場の水質調査

海水浴場の水質調査は、県民の憩いの場である海水浴場の水質等の現状を把握し、その結果を公表して県民

の利用に資することを目的とし、毎年県下の海水浴場の水質調査を実施しています。

平成23年度の調査結果は、表2-2-63のとおりであり、開設前（5月採水分）においては調査対象とした6海水

浴場のうち、3海水浴場が環境省の定めた水浴場の判定基準の「水質AA」に、残る3海水浴場が「水質A」に該当し、

「適」判定でした。開設中（7、8月採水分）においては、4海水浴場が「水質AA」に、1海水浴場が「水質A」に該当し、

「適」判定でした。なお、月見ヶ丘海水浴場については、開設直後の台風の影響により遊泳禁止となったため、開

設中の水質調査を実施できませんでした。
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I II III IV 判定なし

神山町立広野小学校 1 1

神山町立神山東中学校 1 1

1 1

2 高根谷川 1 1

3 野間谷川 1 1

4 鮎苦谷川 1 1

5 馬路川 1 1

6 丈ヶ谷川 那賀町立平谷小学校 1 1

7 祖谷川 三好市立西祖谷中学校 1 1

8 園瀬川 佐那河内村立佐那河内小学校4年生 1 1

9 ほたる川
NPO法人元気やまかわネットワーク
（元気やまかわネットワークジュニアクラブ） 1 1

10 那賀川 3 3

11 加茂谷川 2 1 1

12 日開谷川 徳島県立阿波西高等学校 1 1

13 牟岐川 牟岐町シラタマ学級 1 1

14 久井谷川 那賀町立北川小学校 1 1

15 宍喰川 1 1

16 野根川 1 1

17 曽江谷川 美馬市立江原北小学校3、4年生 1 1

18 谷内川 那賀町立相生中学校 1 1

19 用水 芳崎　美土里ネット　 1 1

20 旭川 かみかつ里山倶楽部 2 2

21 勝浦川 勝浦町立生比奈小学校 1 1

計 2１河川 18団体 27 23 3 1

海陽町立宍喰小学校

番号 河川名 調査団体名

1 鮎喰川

徳島県立城西高等学校神山分校

三好市立池田中学校ホタルと共に暮らし隊

阿南市立加茂谷中学校

水質階級調査地
点数
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表2-2-63　海水浴場の水質調査結果（徳島市調査分を含む） (平成23年度)

番号 海水浴場 採水日
ふん便性大腸菌群数 COD

(mg/L)
pH

透明度

(m)

油膜の

有　無
判定

(個/100mL)

1 月 見 ヶ 丘
5月17日 2 1.4 8.0 >1 なし 水質A

- - - - - - -

2 淡 島
5月16日 11 1.0 8.0 >1 なし 水質A

8月1日 不検出(<2) 1.0 8.1 >1 なし 水質AA

3 北 の 脇
5月16日 不検出(<2) 0.9 8.0 >1 なし 水質AA

8月1日 不検出(<2) 1.0 8.1 >1 なし 水質AA

4 田 井 の 浜
5月18日 2 1.0 8.1 >1 なし 水質A

7月28日 不検出(<2) 1.1 8.0 >1 なし 水質AA

5 大 砂
5月17日 不検出(<2) 1.0 8.0 >1 なし 水質AA

8月8日 不検出(<2) 0.8 8.1 >1 なし 水質AA

6 小 松
5月18日 不検出(<2) 1.3 8.2 >1 なし 水質AA

8月1日 2 1.9 8.1 >1 なし 水質A

値は、2地点で2回測定した結果の平均値 

（11）上水道の水質検査体制と上水道普及対策

①　水質検査体制

平成15年5月に水道法第4条に基づく水質基準に関する省令が新たに公布され、平成23年1月に一部が改正さ

れ、平成23年4月より施行されました。（表2-2-64）

これに併せて、水道法施行規則も一部改正されました。

水質基準では、全国的にみれば検出率が低い項目であっても、地域、水源の種別、浄水方法により、人の健康

の保護などの支障を生じるおそれのあるものについては、すべて水質基準項目と設定され、一方で、検査義務

項目は基本的な項目に限られ、その他の項目については、原水や浄水の水質の状況に応じて省略したり、回数

を減らしたりすることができるようになっています。

一方で、検査項目の省略や検査回数を減らすことの判断が適正に行われるように、また判断の透明性を確保

するために、水道事業者は、毎事業年度の開始前に「水質検査計画」を策定し、水道の需要者に情報提供するこ

とが義務付けられています。

また、体系的・組織的な監視によりその検出状況を把握し、水道水質管理上留意すべき項目として「水質管

理目標設定項目」（27項目）が設定され（表2-2-65）、水道事業者は水源域の状況に応じて、この項目の水質

検査の実施に努め、水道水の安全性の確保に万全を期すことになります。

②　水道施設の補助と実施状況

補助事業には、簡易水道等施設整備費国庫補助事業と水道水源開発等施設整備費国庫補助事業があり、これ

らの概要は次のとおりです。

(ア)簡易水道等施設整備費国庫補助事業

簡易水道等の新設、拡張、改良及び統合整備を行う事業について国庫補助を行うものです。補助率は市町村

の財政力指数、1人当たり管布設延長により、4/10、1/3、1/4、1/2があり、平成23年度は3市町（4施設、計画給水

人口2,681人）において実施しました。

(イ)水道水源開発等施設整備事業

上水道等の水道水源開発施設等を整備する場合又は水道管路近代化推進事業等を行う場合について国庫補

助を行うものです。補助率は、資本単価等により1/4、1/3、1/2があり、平成23年度は7市町（8施設、計画給水人

口497,000人）において実施しました。
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表2-2-64　水道法第4条に基づく水質基準

　水質基準に関する省令 平成15年5月30日厚生労働省令第101号(最終改正平成23年1月28日厚生労働省令第11号)

項　　目　　名 基　　準　　値

1 一般細菌 1mLの検水で形成される集落数が100以下であること。

2 大腸菌 検出されないこと。

3 カドミウム及びその化合物 カドミウムの量に関して、0.003mg/L以下であること。

4 水銀及びその化合物 水銀の量に関して、0.0005mg/L以下であること。

5 セレン及びその化合物 セレンの量に関して、0.01mg/L以下であること。

6 鉛及びその化合物 鉛の量に関して、0.01mg/L以下であること。

7 ヒ素及びその化合物 ヒ素の量に関して、0.01mg/L以下であること。

8 六価クロム化合物 六価クロムの量に関して、0.05mg/L以下であること。

9 シアン化物イオン及び塩化シアン シアンの量に関して、0.01mg/L以下であること。

10 硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 10mg/L以下であること。

11 フッ素及びその化合物 フッ素の量に関して、0.8mg/L以下であること。

12 ホウ素及びその化合物 ホウ素の量に関して、1.0mg/L以下であること。

13 四塩化炭素 0.002mg/L以下であること。

14 1･4ｰジオキサン 0.05mg/L以下であること。

15 シス-1･2ｰジクロロエチレン及びトランス-1･2ジクロロエチレン 0.04mg/L以下であること。

16 ジクロロメタン 0.02mg/L以下であること。

17 テトラクロロエチレン 0.01mg/L以下であること。

18 トリクロロエチレン 0.01mg/L以下であること。

19 ベンゼン 0.01mg/L以下であること。

20 塩素酸 0.6mg/L以下であること。

21 クロロ酢酸 0.02mg/L以下であること。

22 クロロホルム 0.06mg/L以下であること。

23 ジクロロ酢酸 0.04mg/L以下であること。

24 ジブロモクロロメタン 0.1mg/L以下であること。

25 臭素酸 0.01mg/L以下であること。

26
総トリハロメタン（クロロホルム、ジブロモクロロメタン、ブロモジ
クロロメタン及びブロモホルムのそれぞれの濃度の総和）

0.1mg/L以下であること。

27 トリクロロ酢酸 0.2mg/L以下であること。

28 ブロモジクロロメタン 0.03mg/L以下であること。

29 ブロモホルム 0.09mg/L以下であること。

30 ホルムアルデヒド 0.08mg/L以下であること。

31 亜鉛及びその化合物 亜鉛の量に関して、1.0mg/L以下であること。

32 アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.2mg/L以下であること

33 鉄及びその化合物 鉄の量に関して、0.3mg/L以下であること。

34 銅及びその化合物 銅の量に関して、1.0mg/L以下であること。

35 ナトリウム及びその化合物 ナトリウムの量に関して、200mg/L以下であること。

36 マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0.05mg/L以下であること。

37 塩化物イオン 200mg/L以下であること。

38 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 300mg/L以下であること。

39 蒸発残留物 500mg/L以下であること。

40 陰イオン界面活性剤 0.2mg/L以下であること。

41
(4S･4aS･8aR)-オクタヒドロｰ4･8aｰジメチルナフタレンｰ4a(2H)ｰオ
ール（別名ジェオスミン）

0.00001mg/L以下であること。

42
1･2･7･7ｰテトラメチルビシクロ[2･2･1]ヘプタンｰ2ｰオール（別名2ｰ
メチルイソボルネオール）

0.00001mg/L以下であること。

43 非イオン界面活性剤 0.02mg/L以下であること。

44 フェノール類 フェノールの量に換算して、0.005mg/L以下であること。

45 有機物（全有機炭素（TOC）の量） 3mg/L以下であること。

46 pH値 5.8以上8.6以下であること。

47 味 異常でないこと。

48 臭気 異常でないこと。

49 色度 5度以下であること。

50 濁度 2度以下であること。

（注）平成23年4月1日から施行する。
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表2-2-65　水質管理目標設定項目

　厚生労働省健康局長通知 平成15年10月10日健発第1010004号(最終改正平成23年1月28日)

項　　　　　目 目　標　値

1 アンチモン及びその化合物 アンチモンの量に関して、0.015mg/L以下

2 ウラン及びその化合物 ウランの量に関して、0.002mg/L以下(暫定)

3 ニッケル及びその化合物 ニッケルの量に関して、0.01mg/L以下(暫定)

4 亜硝酸態窒素 0.05mg/L以下(暫定)

5 1,2-ジクロロエタン 0.004mg/L以下

6 削除 削除

7 削除 削除

8 トルエン 0.4mg/L以下

9 フタル酸ジ(2-エチルヘキシル) 0.1mg/L以下

10 亜塩素酸 0.6mg/L以下

11 削除 削除

12 二酸化塩素 0.6mg/L以下

13 ジクロロアセトニトリル 0.01mg/L以下(暫定)

14 抱水クロラール 0.02mg/L以下(暫定)

15 農薬類 検出値と目標値の和として、１以下

16 残留塩素 1mg/L以下

17 カルシウム、マグネシウム等（硬度） 10mg/L以上100mg/L以下

18 マンガン及びその化合物 マンガンの量に関して、0.01mg/L以下

19 遊離炭酸 20mg/L

20 1,1,1-トリクロロエタン 0.3mg/L以下

21 メチル-ｔ-ブチルエーテル 0.02mg/L以下

22 有機物等（過マンガン酸カリウム消費量） 3mg/L以下

23 臭気強度（ＴＯＮ） 3以下

24 蒸発残留物 30mg/L以上200mg/L以下

25 濁度 1度以下

26 pH値 7.5程度

27 腐食性（ランゲリア指数） -1程度以上とし、極力0に近づける

28 従属栄養細菌 1mLの検水で形成される集落数が2,000以下(暫定)

29 1,1-ジクロロエチレン 0.1mg/L以下

30 アルミニウム及びその化合物 アルミニウムの量に関して、0.1mg/L以下

３　今後の取り組みの方向性

（１）公共用水域の水質の常時監視

水質汚濁の常時監視は、環境基準の達成状況の把握、水質汚濁防止対策の確立等のために不可欠であることか

ら、平成10年4月に類型指定した本県の瀬戸内海海域の窒素、燐を含め河川や海域及び地下水の常時監視を継続

します。

（２）発生源の規制・指導の強化

排水基準が適用される特定事業場について、その順守状況の把握を継続して実施するとともに、小規模・未規

制事業場に対する指導を強化します。
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（３）瀬戸内海の水質汚濁防止対策の推進

「化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量に係る水質総量削減計画」及び「瀬戸内海の環境の保全に関する

徳島県計画」に基づき、引き続き、水質汚濁の防止及び自然景観の保全に努めていきます。

（４）生活排水対策の推進

公共用水域での水質改善には、従来の工場・事業場に対する排水規制、並びに公共下水道等の各種生活排水処

理施設の計画的な整備促進と併せて、大部分が未処理として排水される家庭からの生活排水の対策が必要であ

ることから、県民に生活排水対策の大切さを認識してもらい、各家庭で実践してもらうための啓発を推進します。

①　徳島県汚水処理構想

汚水処理施設を効率的かつ計画的に整備するための指針となる「とくしま汚水処理構想２０１１～きれい

な水環境の実現～」を平成24年3月に策定し、地域特性に応じて、下水道、集落排水施設、合併処理浄化槽等の各

汚水処理施設について事業促進に努め、きれいな水環境の実現を目指します。

②　流域下水道の推進

県が事業主体となる旧吉野川流域下水道事業及び徳島市、鳴門市、松茂町、北島町、藍住町、板野町の2市4町

が事業主体となる流域関連公共下水道事業の事業促進が図られるよう、県と関係市町が連携して取り組んで

います。

③　市町村に対する補助制度の活用

県では公共下水道整備促進事業費補助金、農業（漁業）集落排水事業費補助金、浄化槽設置整備事業費補助

金、浄化槽市町村整備推進事業費補助金等の補助制度を活用し、市町村に対する財政的な支援を行います。

④　汚水処理連携促進事業の実施

下水道・農業集落排水施設等・浄化槽の各汚水処理施設整備事業に対する県民意識の高揚を目的とした啓

豪・普及活動を実施します。その一環として啓発イベント等の開催、パンフレットの作成等を行います。

また、下水道法施行令が平成15年9月に改正、翌年4月に施行され、公共下水道等の技術上の基準及び合流式

下水道に関する構造基準が定められるとともに、BOD、SS等放流水質基準の見直し措置(BOD20→15mg/L、他)が

講じられるなど、公共用水域の水質保全に向けたより一層の取り組み強化が図られています。

（５）水道整備基本構想

厚生労働省の指導により、各都道府県は10～20年後の長期的視野に立って水道の整備に関する基本的な構想

を策定することとなっています。

徳島県においても、平成13年度にこの構想を改定しました。

これは、現状の地勢、人口、水資源、水道普及状況等を整理し、将来の発展を考慮しながら、水資源開発、水道水

源の安定確保対策、水道整備計画などについて基本的な考え方を示すものです。

その内容は、「徳島県新長期計画」との整合を図りながら、県内各地域の将来人口、普及率、給水量、水源水量を

検討し、全県域の水需給収支を推定しています。

－ 104 －


